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概要書
本論文は、『企業文化とマネジメント・コントロール・システム（以下、MCS）の相互
関係を明らかにする』という事を目的としている。そして、企業文化と MCS の相互関係
が明らかになることで、どのような企業文化が企業にとって望ましいものであり、望まし
い企業文化を保持するためにはどのような MCS を構築する必要があるのかという事が分
かると考えられる。
本論文の構成としては、第 1 章において MCS の定義を明確にすることからはじまる。
そして、企業文化が MCS に与える影響を検証するにあたって、MCS のパッケージ理論を
用いるので、MCS のパッケージ理論に関して取り上げる。この MCS パッケージは Malmi
and Brown (2008)のモデルを用いる。MCS パッケージとは、企業経営を行っていくにあ
たり、様々なコントロール手段を用いるが、その様々なコントロール手段の集まりを一つ
のかたまりと捉えたものである。そもそも、MCS をパッケージとして捉えて検証する必
要性が生じたのは、MCS の垂直的拡張と水平的拡張を要因としている。MCS は垂直的拡
張によって戦略との関わりを持つようになり、水平的拡張によって、財務的コントロール
以外の非財務的コントロールも用いるようになった。この 2 つの拡張によって、各コント
ロール手段が密接不可分なものと変化したため、MCS パッケージ理論を用いることとし
た。
第 2 章では、企業文化の定義および構成要素を明確にすることからはじまる。これらを
明確にするために、様々な先行研究を引用する。しかし、先行研究ごとに多様性が生じて
いるので、共通部分を抽出することによって統一性を取ることができると考えられる。そ
して、企業文化の MCS パッケージの当てはめを行う。Malmi and Brown (2008)では、企
業文化をコントロール対象とした、文化によるコントロールが MCS パッケージの構成要
素として取り上げられているため、文化によるコントロールと他のコントロール手段の相
互関係に関して考察を行う。この考察にあたっては、具体的な考察として京セラ㈱を取り
上げる。
第 3 章では、『企業文化の衰退』を考察する。企業文化の衰退は、『企業文化の陳腐化』
と『企業文化の希薄化』の 2 種類に分類されると考え、それぞれ定義付けを行う。本章は、
一度構築された企業文化はその後変化する必要がないままであるのかという疑念から取り
上げることとした。企業文化を構成する 1 つの要因として、過去の成功体験があるが、あ
iv
くまでも過去時点での成功に過ぎないため、環境変化が生じた際に企業文化が対応できる
のかということが問題となってくる。この問題に対しては、企業文化に変化を生じさせる
要因、企業文化の衰退を招く企業そのものの習慣、トップ・マネジメント及びミドル・マ
ネジメントの役割、企業文化の環境変化への適応類型を考察することによって、対応策の
検討を考える。企業文化の環境変化への適応類型は Miles and Snow(1978)のモデルを適応
して検証を行うこととする。
第 4 章では、組織学習について取り上げる。組織学習を取り上げる理由としては、組織
学習によって得られた知識や経験が、組織構成員に浸透することによって、企業文化が創
造されると考えられるためである。例としては、組織の成功体験があげられる。
まず初めに組織全体レベルでの組織学習について取り上げる。組織全体としての組織学
習は、Fiol (1985)の認知的発展と行動的発展という 2 つの側面を有すると考える。そして、
実際の企業が認知的発展と行動的発展をどのように進展させていくのかについて考察する
ことによって、組織学習のパターンを明確にすることができる。
次に組織構成員レベルから組織全体レベルにつながる組織学習から作り上げられる企
業文化について取り上げる。企業文化の構築は、トップ・マネジメントの意向に沿って行
われると考えられるが、実際にはフロント・ラインの従業員からも組織学習によって作り
出される。このことに関しては、野中(1990)における、暗黙知と形式知も取り上げて検討
を行う。現場レベルの問題に関して、フロント・ラインの従業員が対応策を自ら構築する
ことによって暗黙知が形成され、その暗黙知が共感されることによって形式知となるプロ
セスは、企業文化の構築と大きな関わりを持つ。その他にも暗黙知と形式知の関係によっ
て企業文化の構築に関連性が生じると考えられる。この点に関しては、野中の SECI モデ
ルを取り上げて考察を行う。
最後に、組織学習と MCS の関係を取り上げる。この関係性の考察では、伊藤(2011)に
おけるイネーブリング・コントロールを取り上げる。イネーブリング・コントロールは、
組織学習を促進する MCS であり、組織学習が促進されることによって、環境変化に対す
る企業の適応能力は向上されると考えられる。そして、企業の環境適応に対する能力が向
上するという事は、同時に環境変化に適応した企業文化を構築することを促進することが
できると考えられる。
以上、本論文ではこのような 4 章の構成となっており、全体を通して、企業文化と MCS
の相互関係について考察を行っていきたいと考える。
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1第１章 マネジメント・コントロール・システムの概略
第１節 管理会計における企業文化の研究の必要性と研究目的
(1) 管理会計における企業文化研究の必要性
マネジメント・コントロール・システム(以下、MCS とする)の領域に含まれるコント
ロール手段は拡大していると考えられる。本論文において軸とするものが、Malmi and
Brown (2008 p.291)に図示されているようなコントロール・パッケージ理論である。この
コントロール・パッケージの図に関しては後の章で図示することとする。従来の経営管理
システムにおいては、サイバネティック・コントロールが中心的であると考えられる。し
かし、パッケージ理論の中に含まれる、文化によるコントロール・計画・報酬/俸給・管理
的コントロールの観点も視野に入れて考察することの有用性はあると考えられる。
また、Malmi and Brown (2008)ではコントロール・パッケージの全体的な構成に関し
ては示されているが、各コントロール機能間の関係性に関する点には言及されていない。
そのため、パッケージ理論を考察するにあたり、文化によるコントロールを観点の中心と
して、他のコントロール機能との関係性について考察していきたい。
Deal and Kennedy (1982)の当時の研究では、高業績を上げている企業には独自の強い
文化が存在していると主張している。高業績と強い文化の間に相関が見られた理由として
は、ある時点での経営環境に適合した強い文化が、機能し続けることができたためである。
これは、当時企業外部の経営環境にあまり変化が見られず、長期間にわたって経営環境と
強い文化が適合した形で企業が存続することができたためである。
しかし、今日の経営環境は劇的に変化していることは明らかである。変化の激しい経営
環境においては、強い文化が必ずしも高業績に結び付くとは限らないのである。なぜなら、
強い文化は経営環境に適合した場合において高業績を導くのであって、経営環境に適合し
ない強い文化は、企業にとって悪影響をもたらす可能性が非常に大きいと考えられる。
この悪影響を、横尾(2004)では企業文化の逆機能として指摘している。企業文化の逆機
能とは、「強い文化」があると、組織構成員個々人の行動や組織全体の行動が従来の価値観
や行動様式に縛られて、経営戦略の変革や組織構造の変革に追いついていけなくなる可能
性が生じてしまう。そして組織構成員の新たな発想が限定され、また、組織全体の整合性
を崩さないような慣性が働いてしまうことが考えられる。
2組織が経営環境に適合しようとして、組織構造や経営戦略を変革していったとしても、
その変革に企業文化がついていかなければ変革は失敗に終わってしまうと考えられる。
このように、経営環境が劇的に変化する現在では、変化に応じた企業文化の変革も行っ
ていかなければならない。財務などの数値面、組織構造や経営戦略といったハード面に経
営管理の焦点を当てるのみでなく、企業文化といったソフト面にも焦点を当てる必要があ
る。企業文化の重要性を認識し、文化によるコントロールを経営環境に適した形で実施す
ることが重要であると考えられるからである。
コントロール・パッケージ理論には様々なコントロール手段が含まれているが、文化に
よるコントロールを中心として検討を行う必要性に関して、水野(2005 p.85)では次の 2 点
を理由として指摘を行っている。
1．企業文化は、「見えざる経営資源」として組織の在り方に大きな影響を持っているの
で、事業戦略に合わせて、これを適切にマネジメントすることが重要である。
2．新規事業に進出し、業容の多角化に取り組むためには、それにふさわしい企業文化
や組織風土を育成していくことが不可欠である。
(2) 研究目的
JAL の企業再生の立役者となったのは稲盛和夫氏である。JAL の企業再生が成功した理
由としては、京セラで行われていたアメーバ経営と、京セラフィロソフィを模して作られ
た JAL フィロソフィの 2 つが大きな役割を果たしていると考えられる。フィロソフィが浸
透することによって形成された企業文化は、経営管理手法に影響を与え、企業が高業績を
記録する要因になっていると考えられる。それは、京セラフィロソフィ、JAL フィロソフ
ィが存在する京セラと JAL が高業績を記録しているという事実からも明白である。また、
そのようなフィロソフィの伝道師として、稲盛氏などの優れた能力をもった経営者の存在
が見て取れる。このように考えた場合、優れた経営者が必要であると考えられる。
本論文では、稲盛和夫氏のような優れた経営者が企業に存在するとの前提のもので、企
業文化が企業経営に対してどのような影響をもたらすのかを明らかにすることを目的とす
る。
本論文では、Malmi and Brown(2008)のコントロール・パッケージ理論を利用して、企
業文化がもたらす他のコントロール機能に対する影響と機能を検証する。
3第２節 マネジメント・コントロール・システムの定義・構成要素
(1) Anthony, Govindarayan, Hartmann, Kraus, and Nilsson (2014)のフレームワ
ーク
Anthony, Govindarayan, Hartmann, Kraus, Nilsson (2014 p.4)において、「MCS の目
的は、組織の戦略の実行である」とし、「MCS は、組織の戦略を実行するために、組織の
上位マネジャーが下位マネジャーに対して影響を及ぼす体系的なプロセスである」と定義
づけている。
また、Anthony, Govindarayan, Hartmann, Kraus, and Nilsson (2014 p.45)では、戦略
実行のためのフレームワークとして、次の図表１が示されている。
図表 1：Anthony, Govindarayan, Hartmann, Kraus, and Nilsson (2014)における
戦略実行のためのフレームワーク
出所:Anthony, Govindarayan, Hartmann, Kraus, Nilsson(2014)p.45 より論文執筆者作成
(2) Simons (1995)のフレームワーク
Simons (1995)は、マネジメント・コントロール・システムを「マネジャーが組織活動
の様式を維持または変化させるために活用する情報ベースの公式的な手順や手続である」
(福嶋 (2012) p.81)と定義している。そして、そのような情報ベースの公式的なシステムと
4して、4 つのコントロール・レバーを提唱した。
① 信条システム(beliefs systems)
② 境界システム(boundary systems)
③ 診断型コントロール・システム(diagnostic systems)
④ インタラクティブ・コントロール・システム(interactive control systems)
①の信条システムは、「ミッション・ステートメントやコアバリューなどを通して組織の
中核的な価値を伝達するシステム」(佐久間・劉・三矢 (2013) p.72)である。信条システム
は、組織の価値観や行動規範を伝達することによって、組織構成員の判断基準となるもの
を構築することを目的としたコントロール・システムである。
②の境界システムは、「従業員の行動を制御するためのシステム」(佐久間・劉・三矢
(2013) p.72)である。境界システムは、組織が回避すべきリスクを明確にすることによって、
リスクにつながるような組織構成員の行動に対して一定の制約を設けることを目的とした
コントロール・システムである。行動の制約範囲が明確になることによって、組織構成員
は制約範囲内での自由な行動から創造性を発揮することができるようにもなる。
③の診断型コントロール・システムとは、「当初に意図した戦略を実行するために、重
要な業績指標を監視し、計画との乖離を把握、修正する公式的な情報システム」(佐久間・
劉・三矢 (2013) p.72)である。診断型コントロール・システムでは、業績数値などの監視
にあたり、マネジャーは大きな乖離のみを管理対象とすればよいので、コントロール・シ
ステムとしては効率化が図られる。
④のインタラクティブ・コントロール・システムとは、「マネジャーが部下の意思決定
行動に規則的に個人的に介入するために活用する公式的な情報システム」(佐久間・劉・三
矢 (2013) p.72)である。インタラクティブ・コントロール・システムでは、マネジャーと
フロント・ラインの従業員のコミュニケーションを促進することによって、経営環境の変
化による不確実性に対処しようとすることを目的としている。
信条システムとインタラクティブ・コントロール・システムは、経営環境の変革に対し
て柔軟に対処することを可能とするためのコントロール・システムであり、主に企業外部
に焦点を当てたコントロール・システムである。一方で、境界システムと診断型コントロ
ール・システムは、経営活動実施の上で、業務の確実性を確保することを目的としたコン
トロール・システムであり、主に企業内部に目を向けたコントロール・システムである。(福
嶋(2012) pp.87-88)
5Simons (1995)では、これら 4 つのコントロール・システムから構成されるコントロー
ル・パッケージとして、LOC フレームワークを提唱している。
(3) Merchant and Van der Stede (2011)のフレームワーク
Merchant and Van der Stede (2011 p.6)は、「MCS は、従業員の行動や意思決定の実行
を確実にするために、組織の目的や戦略によって構成される、マネジャーが実行するすべ
ての計画やシステムを含むものである」と定義している。そして、コントロールの対象と
なる事象(object of control)に基づいて次の 4 つのコントロール手段を提示した。
① 成果コントロール(results controls)
② 行動コントロール(action controls)
③ 人事コントロール(personnel controls)
④ 文化によるコントロール(cultural controls)
①成果コントロールは、結果に対して報酬を与えるタイプのコントロール手段で、組織
の様々な階層でよく使用される。成果コントロールは、従業員の行動や意思決定に対して
直接的に影響を与えるコントロールではないので、間接的な形式のコントロールであると
いえる。しかし、従業員がどのような行動を取るべきなのかについて明確でない場合には、
この間接的な成果コントロールは効果的なものとなる。全ての状況において、成果コント
ロールが有効となるわけではないが、成果コントロールは非常に重要なものとなる。
(Merchant and Van der Stede (2011) p.40)
②行動コントロールは、行動そのものに焦点を合わせ、組織にとって最も良い行動を取
らせる管理手法である。従業員の行動そのものを対象とするため、最も直接的なコントロ
ール手段である。行動コントロールは、行動規制、行動計画の事前検討、行動の説明責任、
補助人員の確保という 4 つの要素から成り立っている。(Merchant and Van der Stede
(2011) pp.81-84)
③人事コントロールは、従業員が自分自身をコントロールし、動機づけを行うような傾
向づけをするように形成するコントロールである。そして、人事コントロールは、採用と
配置、訓練、職務設計と必要な資源配分の 3 つの要素から構成されている。人事コントロ
ールは 3 つの目的を有している。第 1 の目的は、従業員に対する期待を明確にすることで
ある。第 2 の目的は、従業員が良い仕事をするために、必要な権限と資源を与えることで
ある。第 3 の目的は、従業員同士がセルフモニタリングを行う可能性を向上させることで
ある。(Merchant and Van der Stede (2011) pp.88-90)
6④文化によるコントロールは、組織の考え方や価値観から逸脱するような個人に対して
強力なプレッシャーを与えるような、相互モニタリングを促進させることを目的としたコ
ントロールである。文化によるコントロールは様々な形態をもって行われる。例示として
挙げられるのは、行動規範、グループ報酬、組織内の人員配置、社会的・物理的取り決め、
トップの価値観などである。(Merchant and Van der Stede (2011) pp.90-94)
以上、Simons(1995)、Merchant and Van der Stede (2011)、Anthony, Govindarayan,
Hartmann, Kraus, Nilsson(2014)について取り上げた。本論文では、Merchant and Van
der Stede (2011 p.6)の「MCS は、従業員の行動や意思決定の実行を確実にするために、
組織の目的や戦略によって構成される、マネジャーが実行するすべての計画やシステム
を含むものである」という定義を用いることとする。どの研究者に関しても、MCS の
定義に大きな差は無いと考えられる。しかし、Merchant and Van der Stede (2011)では
コントロールの対象として企業文化を明確に取り上げているため、MCS の考察にあた
って企業文化を取り上げることが妥当であると考えることができるためである。
第３節 マネジメント・コントロール・システムの拡張
第 1 章第 1 節の冒頭において、MCS の研究領域は拡張していると述べた。その拡張に
関して 2 つの概念があるため、各々に関して取り上げることとする。
その 2 つの概念とは、垂直的拡張と水平的拡張である。
(1) 垂直的拡張
MCS の垂直的拡張とは、MCS が戦略との関わりを持つようになったことを意味してい
る。MCS と戦略との関係については、Miles and Snow (1978)における戦略タイプと MCS
に関する研究が例として取り上げられる。Miles and Snow (1978)の研究に関しては、第 3
章第 4 節第 2 項において取り上げることとする。
MCS の垂直的拡張によって考慮しなければならなくなったことは、戦略との関係性と、
業績との関係性である。戦略との関係性とは、採用される戦略によって MCS の使用形態
が異なることである。どのような戦略を選択するかによって、戦略の実施に最適な MCS
は異なってくるため、どのような MCS を構築するべきなのかに関して考慮しなければな
らないという事である。また、業績との関係性とは、戦略と MCS の適合関係が業績に影
響を及ぼす可能性があるということである。これは戦略との関係性とも関連しており、戦
7略に適合した MCS を構築することができれば、業績も付随して向上するという考え方を
意味している。(福嶋(2102)p.83)
(2) 水平的拡張
水平的拡張とは、戦略の実行のために用いられるコントロール手段が財務的コントロー
ルのみから、非財務的コントロールなどにも拡張していき、様々なコントロール手段が用
いられるようになったことを意味している。
水平的拡張が実際になされているという事に関しては、Otley (1980)と Flamholz (1983)
の指摘を根拠とすることができる。Otley (1980 p.423)は「様々な目的のために多様なタ
イプのコントロールが使用されている。そのため、様々な目的のために用いる幅広いコン
トロール・メカニズムを同時に用いることは、どれか 1 つのコントロール手段の影響を分
離することを困難なものとしている」と指摘している。また、Flamholz (1983 p.168)は、
「会計によるコントロールは組織のマネジメント・コントロール・システムを構成する 1
つの要素であり、非会計的なコントロール手段と合わせて使用される」と指摘している。
この指摘から、明らかにコントロール手段として用いられているものが、財務的コントロ
ールだけではないという事がわかる。
水平的拡張に関してのこれらの先行研究が明らかにした点は次の 3 つとなる。第 1 の点
は、財務的コントロールは非財務的なコントロールと共存して組織における MCS の構成
要素となっていることである。第 2 の点は、それらのコントロール手段は相互に関連して
おり、むしろ分離不可なものとなっており、パッケージとして機能していることである。
第 3 の点は、組織の特徴によってコントロール手段の構成は異なるものとなり、普遍的に
最適な構成というものは存在しえないということである。(福嶋 (2012) p.86)
(3) 垂直的拡張と水平的拡張の企業文化との関係性
従来の MCS では、特に財務的な部分に焦点を当ててきた。しかし、MCS は垂直的に拡
大することによって戦略との関わりを強くしたといえる。そして、戦略の策定に関しても
企業文化が関連してくると考えられる。例えば、企業文化の一側面としてリスク志向を取
り上げると、リスク回避型の企業文化を有する企業と、リスク愛好型の企業文化を有する
企業とでは策定する戦略が大きく異なってくると考えられる。
一方で、水平的拡張によって財務的コントロールのみならず、非財務的コントロールに
関してもマネジャーは検討を行う必要が出てくるようになった。そして、非財務的コント
ロールは企業内における多種多様な対象をコントロールの対象として設定し、その対象の
8中には企業文化は含まれると考えられる。このことは Marchant (2011)において、文化に
よるコントロールが取り上げられていることからも判断することができる。
MCS が、垂直的、水平的に拡大することは、企業文化を MCS に取り込んで考察するこ
との必要性を強調することにつながると考えられる。
第４節 パッケージとしてのマネジメント・コントロール・システム
第１項 MCS をパッケージとして捉える必要性
まず、なぜ MCS をパッケージとして研究しようとするのかということから検討する必
要がある。パッケージとして検討する必要性に関しては、本章第 4 節の水平的拡張に関し
て取り上げた際に挙げた Otley (1980 p.423)の「様々な目的のために多様なタイプのコン
トロールが使用されている。そのため、様々な目的のために用いる幅広いコントロール・
メカニズムを同時に用いることは、どれか 1 つのコントロール手段の影響を分離すること
を困難なものとしている」という指摘と、Flamholz (1983 p.168)の「会計によるコントロ
ールは組織のマネジメント・コントロール・システムを構成する 1 つの要素であり、非会
計的なコントロール手段と合わせて使用される」の指摘を理由とすることができると考え
られる。また、伊藤(2011 p.152)では、パッケージとしての MCS が必要となる要因として、
次の 4 つを取り上げている。
①マネジメント・コントロールが実施されるのが、事前に目標やそれを達成するための
方法論が確立している状況ではなく、目標や組織ルーティーン自体を探索しなければなら
ないような状況に変化したこと。
②フォーマルなマネジメント・コントロールだけではなく、組織内の政治的、社会的、
心理的側面に着目し、インフォーマルなコントロール手段も用いるべきであると考えられ
るようになったこと。
③通常の計画期間と統制のサイクルに合致するようなサイバネティック・コントロール
のモデル以外のコントロール手段にも着目するようになったこと。
④権限関係で規定された垂直的な管理階層だけではなく、水平的な調整もマネジメン
ト・コントロールの対象に含まれるようになったこと。
以上の 4 つを要因として取り上げている。つまり、MCS は様々なコントロール手段を
9含んでおり、コントロール手段間での密接不可分な相互関係を持っているので、パッケー
ジとして 1 つの塊と考え検証を行うべきであると考えられるためである。また、MCS の
構成要素を単独で研究した場合、研究するために用いた変数と MCS の関係性は希薄であ
り、結論は断片的なものとなると考えられる。そのため、MCS をパッケージとして扱う
ことで、関連性を持って研究を行うことが、MCS の実態を正しく捉えることができると
考えられる。
また、MCS の目的は戦略の実行であって、そのためにはどのようにデザインすべきな
のかが主要な焦点となると考えられる。パッケージとして、MCS の広範な理解を得るこ
とは、統制活動が組織の目標をサポートし、組織のパフォーマンスを向上するためのコン
トロールの範囲を設計する方法に関する、より良い理論の発展を促進することができる。
そのため、MCS の全社的な理解の促進が、戦略の実行を実現することにつながるものと
考えられる。
第２項 MCS をパッケージとして捉えることの課題
MCS をパッケージとして研究することに関する課題として、Malmi and Brown (2008
p.288)では 3 つの課題があると述べている。
第 1 に、MCS の概念を明確に定義することが困難であるということである。この点に
関しては、本論文においては Merchant and Van der Stede (2011 p.6)の「MCS は、従業
員の行動や意思決定の実行を確実にするために、組織の目的や戦略によって構成される、
マネジャーが実行するすべての計画やシステムを含むものである」という定義を用いるこ
ととしている。
第 2 に、パッケージとしての MCS の構成が問題となるということである。企業ごとに
MCS の構成要素は異なっており、統一的なパッケージというものは作られていない。ま
た、構成要素の決定において、数多くあるコントロールのうち、何を含み、何を除外しす
べきなのかという事に関して決定する必要があるが、その決定に関して明確な理由を付け
ることも難しいと考えられる。
第 3 に、組織はどのような環境下においても MCS パッケージを用いているが、MCS パ
ッケージ内のコントロール手段の相互関係のみならず、MCS パッケージとその他の要因
における相互関係が明らかになっていないということである。MCS パッケージを、実証
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研究を通じて研究するには、非常に広範で複雑なシステムが絡んでくる。このことは、ど
のフィールドでケース・スタディを行い、情報を収集するかという問題と関係してくる。
そのため、ケース・スタディの要素が強くなってしまうので、統一的な理論として、MCS
パッケージの理論を作り上げることは困難なものとなると考えられる。 (Malmi and
Brown (2008) p.288)
以上、これらの 3 つが MCS をパッケージとして捉えることの課題となる。この 3 つの
課題が存在することは無視してはならないといえる。しかし、実際に企業内における MCS
は、各コントロール手段が別箇独立して用いられているわけではないため、MCS をパッ
ケージとして捉えることの有用性のほうが大きいと考えられるので、MCS をパッケージ
として捉えることとする。
第３項 Malmi & Brown (2008)における MCS パッケージの構成要素
Malmi & Brown (2008)において、MCS パッケージの構成要素として取り上げられてい
るのは、次の 5 つとなる。
1. 計画
2. サイバネティック・コントロール
3. 報酬と俸給
4. 管理的コントロール
5. 文化によるコントロール
Malmi and Brown (2008)では、コントロールの相対的な関係性を次の図表 2 の形式で
示している。
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図表 2：Malmi and Brown(2008)における
マネジメント・コントロール・システム・パッケージ概念フレームワーク
文化によるコントロール
クラン バリュー シンボル
計画 サイバネティック・コントロール
報酬
・
俸給長期計画 短期計画
企業
予算
財務的
業績測定
システム
非財務的
業績測定
システム
ハイブリッ
ドな
業績測定
システム
管理的コントロール
統制構造 組織構造 方針・手続
出所：Malmi and Brown (2008) p.291 より論文執筆者作成
以下、各コントロールの内容について説明を行う。
(1) 計画
計画とは事前形式のコントロールを示している。その目的は 2 つある。
第 1 の目的は、組織の機能ごとの目標を決定し、組織構成員に目標達成のための努力と
行動を取らせることである。つまり、組織内において何を達成すべきかを明確にし、組織
構成員を目標達成のための動機づけを行うというためのものである。
第 2 の目的は、目標達成のための標準を作り出し、組織構成員に期待される努力や行動
を明確にすること。つまり、達成すべき目標の水準と手段を明確にすることによって、組
織構成員が目標に対してコミットメントしやすくするためのものである。
また、計画には 2 つのアプローチ方法がある。それは、短期的な計画と、長期的な計画
の 2 種類である。短期的な計画は、伝統的には 1 年というスパンを用いてきたが、近年で
は四半期や月次・日次といったようにさらに短くなる傾向にある。長期的な計画は、3~5
年の中期経営計画や、10 年程度の長期経営計画などがある。近年の経営環境の不確実性の
増大を考えると、この計画の実効性は常に見直されている必要があると考えられる。
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(2) サイバネティック・コントロール
Green and Welsh (1988 p.289)は、「サイバネティック・コントロールは、業績の標準を
用いること、システムの業績を測定すること、業績と標準を比較すること、システム内の
不利差異に関する情報をフィード・バックすること、そしてシステムの構成要素を修正す
ることなどによって作り上げられるフィードバック・ループのなかにあるプロセスである」
と定義付けている。
サイバネティック・コントロールの構成要素は次の 4 つとなる。
i. 企業予算
予算は、ほとんどの組織において MCS の中心となっており、その機能は組織全体に行
き渡るものである。そして、予算は、経営に対する様々な脅威に関することを、目的を達
成するための包括的な計画に取り込み編成する機能を有するものでもある。
ii. 財務的業績評価システム
基本的な形式はとしては、従業員に特定の財務尺度に対する責任を持たせることである。
財務的尺度は、予算が有する情報を用いることを通して、予算編成プロセスとの関連性を
持つ。しかし、財務的尺度と予算は同一のものではない。予算は広範囲を対象としており、
成熟したツールであるのに対して、財務尺度測定システムは、ROE や EVA などの狭い部
分を対象としたシステムに過ぎないのである。
iii. 非財務的業績評価システム
非財務尺度は現代の組織における MCS の重要な部分を占めるようになってきている。
それは、財務的尺度によって感知できる部分を越えたものを組織が用いるようになってき
ているためである。また、組織が財務的尺度自体の限界を感じ取ってきているからだと考
えられる。
iv. ハイブリッドな業績評価システム
ハイブリッドな尺度は、財務尺度と非財務尺度の両方を含んでいる。具体例としては、
BSC や MBO などがハイブリッドな尺度として用いられている。BSC に関しては、先行指
標として非財務尺度を用いて、遅行指標として財務尺度を用いていることから、ハイブリ
ッドな尺度であると考えられる。
(Malmi and Brown (2008) p.293)
(3) 報酬と俸給
報酬・俸給は、組織内における個人とグループの動機づけとパフォーマンスの向上に関
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して焦点を当てたものである。報酬は、サイバネティック・コントロールと結びついけら
れていることがほとんどである。そして、従業員の保持や、グループ報酬を用いた文化に
よるコントロールの促進などを目的としている。(Malmi and Brown (2008) p.293)
(4) 管理的コントロール
管理的コントロールに関して、3 つのグループに分類される。
i. 組織構造
組織構造は、仕事を機能ごとに特殊化し、行動の多様性を減少させることによって予測
可能性を上昇させることによってコントロールに貢献する。(Flamholtz (1983) p.158)
ii. ガバナンス構造
ガバナンスは、権限や説明責任といった公式なものも含んでいる。同時に、組織内にお
いて垂直的と水平的の両面から、組織の行動に関する調和を確保するシステムも含んでい
る。
iii. 手順と方針
手続と方針は、標準作業や訓練、ルール、ポリシーなどを含んでいる。これらの構成要
素は Marchanand Van der Stede (2011)における行動コントロールと類似するものである
と考えられる。
(Malmi and Brown (2008) pp.293-294)
(5) 文化によるコントロール
組織の背景として文化が存在しており、同時に、マネジャーのコントロールを超越し、
行動を規制しようとする時、文化はコントロール・システムとして成り立つと考えられる。
文化によるコントロールは次の 3 つの側面から捉えられている。
i. バリュー
Simons (1995)は、信条システムを用いることを通して、バリューの概念を発展させた。
態度や制定された信条システムによる価値への影響は、3 つの段階に分けられる。
(ア) 組織にマッチした人選を行うといった慎重な個人採用
(イ) 個人の社会化及び価値観の変化
(ウ) 個人のパーソナリティに反するものであっても、組織のためにそのような行動を
取るように価値観を植え付けることである。
ii. シンボル
シンボルでは、組織は可視化できる経験を生み出したとき、特定の象徴的な文化を創り
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出すことができるとされている。例えば、従業員にある特定のユニフォームを着せること
によって、プロフェッショナルとしての文化を生み出すことができるようになると考えら
れている。
iii. クラン
技術や価値観の教え込みによる社会化へのプロセスは、個々人によってなされるという
ものである。クランは、儀式や儀礼などを通して、価値観の創設や信条を用いることで機
能するようになる。
(Malmi and Brown (2008) pp.294-295)
以下では、この Malmi and Brown(2008)のパッケージ内における各コントロール手段に
対して、文化によるコントロールがどのような影響を与えるのかに関して、京セラの例を
取り上げながら検討を行う。
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第２章 企業文化が MCS パッケージに与える影響
第１節企業文化の定義・構成要素
第１項 先行研究における定義
Schein(2010 (邦訳 p.21)は、組織文化1を「所与の集団が外部的適応と内部的統合の諸問
題を処理することを学習するにつれて、その集団によって生み出され、発見され、展開さ
れた基本的過程の 1 つのパターンである」と定義している。
組織文化は非常に頑丈で、変革が困難であることが理解できる。これは、過去の成功に
至るまでの考え方、感じ方、世の中に対する認識など、グループが学び、蓄積したものを
表彰するものが文化だからである。また、文化の重要な部分は本来目に見えないものであ
ることにも気づかされる。より深いレベルの文化は、組織のメンバーが保持し、当たり前
と思っている共有のメンタルモデルであるとも考えられる。(Schein(1999)(邦訳 p.23))
最も重要なのが、組織が何をしようとしているのか、またその組織が操業している環境
が許す範囲といった点を考慮しない限り、正しい文化も間違った文化もなければ、より良
い文化 もより悪い文化も存在しないということである。全ての環境における最高の文化
や正しい文化など存在しないと考えられる。
小川・大里・森永(2012 p.169)は、組織文化を「当該組織の成員に共有された価値観や
その体系である」と定義している。
Flamholz (1983 p.158)は、組織文化を「価値と信条と社会的規範のセットであり、メン
バーに共有され、彼らの考えと行動に影響する」と定義している。
高田(2012 p.17)は、組織文化を「メンバーが共通してもつ『自分たちの組織はこうある
べきだ』を示す理想図と、それを実現するための行動の規則の集合体」と定義している。
郭(1996)では、先行研究における企業文化の定義が以下の図表 3 ように取り上げられて
いる。
1 類似の概念として、組織風土がある。加護野(1982)によると、組織風土は「組織成員のモチ
ベーションの改善が問題」であるのに対して、「組織文化はよりマクロ的、戦略的」なプラグ
マティックな研究であると主張している。よって組織文化のほうが個人のレベルを超えた「上
位の分析」となる。［小野(2013)p.18］
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図表 3：企業文化に対する各研究者の定義
出所：郭 (1996), p.6
小野(2013 p.186)では上の表を参考にした結果、企業文化の定義に共通するものは「同
じ企業で働く人が共有する価値観、信条、行動規範」であるとしている。
松本(1999 p.116)では企業文化を「企業に共有された意味の体系」と定義づけている。
また、先行研究で定義づけられている企業文化は研究者によって十人十色であると主張し
ているが、共通している点として「企業文化が企業に共有されている価値観や行動規範で
ある」という事が挙げられるとしている。
横尾(2010 p.33)では企業文化を「企業の組織構成員の間で共有された一連の価値体系で
あり、また、それに関連した組織メンバーの間で見られる共通の行動様式である」と定義
づけている。
新江・伊藤 (2008 p.56)では組織文化を「組織成員に共有された意味体系や価値観であ
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り、そこから派生する一貫した行動原理」と定義づけている。
以上の先行研究をもとに考察した結果、本論文では企業文化を『企業に共有されている
価値観や行動規範である』と定義づけることとする。これは、どの先行研究における定義
においても、『価値』や『価値観』という用語が用いられているためである。そして、企業
文化というものは、組織構成員が体現することによって組織全体に浸透していくものであ
る。組織にとっての価値観を反映した行動規範に従い、組織構成員によって体現されてい
くことによって企業文化は形成されると考えられる。そのため、企業文化の定義として『価
値観』と『行動規範』という用語を用いることとした。
第２項 企業文化のレベル、構成要素
(1) 企業文化のレベル
Schein(1999)において、組織文化には 3 つのレベルが存在しているとされている。
レベル 1：文物(人工物)
これは、目に見える組織構造および手順(解読が困難)を表している。組織に入った時に
最も容易に観察できるレベルのものである。このレベルのものは、組織が異なれば内容も
異なってくるので、それが文化の違いであるように感じられる。しかし、Schein は、これ
は文化の相違ではなく、各組織が自分たちを表現し、互いを遇するのにそれぞれ独特のや
り方を持っているだけのことであると考えており、この表面上の物事の理解は、組織文化
の本質を捉えるものではないと考えている。
文物の具体例を挙げると、観察可能な組織構造、作業手順やルーティーンなどがある。
レベル 2：標榜されている価値観
これは、戦略・目標・哲学(標榜される正当な理由)を表している。この標榜される価値
観を認識するためには、情報提供者が必要であり、その人は組織内に何が起こっているの
かを解読するために非常に重要となる。
しかし、仮にこの標榜された価値観が同じ組織があったとしても、その実態は大きく異
なる場合も考えられる。また、標榜される価値観から組織の分類を行うことによって、研
究者の経験と価値観から感情的な先入観を抱いてしまうことで、組織文化の理解を誤って
しまう場合も考えられる。
つまり、この標榜された価値観も組織文化の本質を捉えたものではないと考えられてい
る。また、標榜されている価値観が実はその組織でうまくできていない点をとりわけ反映
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していることが時としてある。例えば、チームワークを標榜している組織で、もしインセ
ンティブ、報酬、統制システムが個人の責任に基づいていれば、チームではなく個人にこ
そ価値を置く奥深い過程に実際には支配されていると考えられる。
標榜されている価値観の具体例を挙げると、文書、パンフレット、会社案内、公の場で
のスピーチなどで公式に表明されている組織の方針、判断基準、ビジョンなどがある。
レベル 3：共有された暗黙の仮定
これは、無意識の当り前の信念、認識、思考および感情(価値観および行動の源泉)を表
している。組織成員の大半が自明と考え、もはやそれに対して疑問を抱くことのなくなっ
た一連の仮定、前提、考え方である。
より深いレベルで組織文化を理解しようとする場合には、組織の歴史を考慮する必要が
ある。組織の創生期には、創業者が自分たちの信念、価値観、仮定を自分たちが雇う人々
に植え付けていくことになる。そして、そのような信念や価値観は徐々に共有され、当た
り前のことになっていく。それは、組織が組織としての経験を積んでいく過程で形成され
ていくことである。組織文化の本質は、このような集団として獲得された価値観、信念、
仮定であり、組織が繁栄をつづけるにつれてそれらが共有され当然視されるようになった
ものであると考えられる。重要となるのは、集団として経験を獲得する過程から生じたと
いうことである。創業者の頭にしかなかったものが、共有され当たり前のことになること
で組織文化が形成されていくと考えられる。
この過程に関して考えることによって、組織文化の本質が見えてくるといえる。（Schein
(1999) pp.17-23）
(2) 構成要素
加護野(1982)では組織文化の構成要素を以下の 7 つに分類している。
① 様々な目標に付与された価値
② 対人関係の規範
③ 個人の自立性についての価値や信念
④ 規範遵守に関する規範
⑤ コンフリクト解消についての規範
⑥ 部門の重要性についての信念
⑦ 報酬についての信念や規範
O’Reilly(1991)では、組織文化の構成要素を以下の 8 つに分類している。
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① 革新性(Innovation)
組織全体としてリスクを恐れずに、積極的に革新的な行動を取ることができるか。
② 綿密性(Attention to Detail)
細部に対してどの程度の綿密さと分析力を期待するのか。
③ 結果志向(Outcome Orientation)
結果に到達するプロセスや方法と、結果そのものではどちらをどの程度重視している
のか。
④ 積極性(Aggressiveness)
従業員はどの程度積極的で競争的な態度を組織内で保っているのか。
⑤ 協調性(Supportiveness)
組織構成員間および部門間の協調性がどの程度となっているか。
⑥ 報酬の重要性(Emphasis on Reward)
業績と報酬がどの程度関連性を持っているのか。
⑦ チーム志向性(Team Orientation)
組織内の職務活動がチームを中心としているか、それがどの程度組織化されているか。
⑧ 明瞭性(Decisiveness)
組織内の活動などの理解可能性がどの程度であるか。
小川・大里・森永(2012)では、組織文化の構成要素を以下の 14 に分類している。
①「革新重視」②「集団主義」③「長期重視」④「スピード重視」⑤「分析重視」⑥「感
覚重視」⑦「結果重視」⑧「過程重視」⑨「自主性重視」⑩「家族主義」⑪「上意下達」
⑫「質重視」⑬「慎重さ」⑭「事務的」の 14 項目と分類している。
Cooke and Rousseau(1988)では組織文化の構成要素を以下の 12 に分類している。
① 人間的・援助的(Humanistic-Helpful)：参加的で人間中心的な方法で管理されている
組織を表す。成員は、援助的、建設的であることが期待され、互いの行動から影響し
あうことが期待されている。(成長のために他者を助ける、会話に時間をかける)
② 関係的(Affiliative)：建設的な人間関係に最も高いプライオリティが置かれている。成
員は、友好的でかつオープンで、集団の満足に対して敏感であることが期待される。(他
者を友好的に遇する、感情や思考を共有する)
③ 承認的(approval)：対立は回避され、人間関係は(少なくとも表面的には)問題ない。メ
ンバーは互いに合意しなければならず、他者から承認され、好意を持たれるべきだと
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感じている。(人々があなたを受け入れるようにする、他者と「うまくやる」)
④ 保守的(Conventional)：保守的、伝統的かつ階層的にコントロールされている組織を
表す。メンバーはルールに順応、服従し、良い印象づくりをすることを期待されてい
る。(常に政策や慣習に従う、「型」にはめる)
⑤ 依存的(Dependent)：階層によってコントロールされ、参加的ではない組織。集権的
意思決定のもとで、成員は言われたことのみを実行し、すべての決定を上司とともに
処理することが求められる。(権威のある地位の人に気に入られる。期待されているこ
とを行う)
⑥ 回避的(Avoidance)：成功に報いはないが、失敗は罰する組織。減点式報酬システムに
よって、成員は責任を他社に転嫁しようとし、罰せられるあらゆる危険を回避しよう
とする。(誰かが最初に行うのを待つ、冒険はほとんどしない)
⑦ 反抗的(Oppositional)：対立が蔓延し、消極主義が報いられる組織。成員は批判によっ
て地位と影響力を獲得する。したがって他者のアイディアに反発し、安全(だが無益)
な決定をするよう強いられる。(欠点を指摘する、印象付けにくくする)
⑧ 強制的(Power)：地位に基づく権威を基盤とした、非参加的組織。成員は、部下を管理、
コントロールすることで報いられると信じている。同時に、上司の要求に敏感である
ことで報酬が得られると信じている。(権力の基盤を築く、他者をあらゆる方法で必ず
動機付ける)
⑨ 競争的(Competitive)：勝利に価値があり、メンバーは他者よりも良い成果を上げるこ
とで報いられる。このような組織にいる人々は「勝つか負けるか」の枠組みで仕事を
行い、同僚と(協力ではなく)対抗して仕事をしなければならないと信じている。(仕事
を競争へと転化する、失敗を知られてはならない)
⑩ 能力・完全主義(Competence/Perfectionstic)：完全主義、粘り強さ、勤勉に価値がお
かれる組織。成員は明確に決められた目標を達成するために、あらゆるミスを回避し、
すべての物事を追跡調査し、長時間働かなければならないと信じている。(完璧に仕事
をする、あらゆることにおいてトップを維持する)
⑪ 達成(Achievement)：仕事をうまく行い、自分自身の目標を設定・実行できる成員を
評価する組織。この組織のメンバーは、挑戦的だが現実的な目標を立て、目標達成の
ための計画を作り、熱心に追及する。(高い基準を追及する、熱心さを隠さない)
⑫ 自己実現(Self-Actualization)：創造性、量よりも質、タスクの達成と個人的成長の両
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方に価値を置く組織。この組織の成員は、仕事を倒し身、自分自身を成長させ、新規
で興味を持てる活動を行うよう奨励される。(ユニークかつ独自の方法で考える、単純
な仕事も一生懸命行う)
以上の構成要素をまとめたものが、以下の図表 4 となる。
図表 4：Organizational Culture Inventory のモデル
出所：北居(2011a) p.56（Cooke and Rousseau(1988 p.253)より北居作成）
梅澤(2003)では、企業文化の構成要素を以下の図表 5 のように分類している。
図表 5：梅澤(2003)における企業文化の構成要素
観念文化 経営哲学、経営理念、社是・社訓、会社綱領
制度文化 伝統、習慣・慣習、儀礼・儀式、タブー、規則
行動文化 社員に共有された施行・行為の様式、社風、風土(ワーク・ウェイ、リー
ダーシップ・スタイル、接客マナー、言葉遣い、雰囲気)
視聴覚文化 マーク、シンボル・カラー、社旗、社章、ユニフォーム、ロゴタイプ、
シンボルとなる建物
出所：梅津(2003) p.26
出口(2004)では、組織文化の構成要素を「価値規範」と「行為」とした。そして、それ
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ぞれをさらに 2 つに分類し、計 4 分類とした。それが以下のものとなる。
① 普遍的な価値規範
普遍的な価値規範とは、組織全体を緩やかにおおい、組織のメンバーの行動や
組織における様々な制度やシステムなどを主としてその理由や目的のレベルで根
拠づけるものである。
② 実践的な価値規範
実践的な価値規範とは、特定の立場や状況においてのみ適用される価値観と、
行動規範、ルールからなるものである。
③ 習慣的な行為
④ 臨機応変な行為
そして、この 4 つの構成要素の関係は以下の図表 6 のようになると考えられる。
図表 6：出口(2004)における企業文化の構成要素の相互関係
出口(2004)をもとに論文執筆者作成
ここまでで、加護野(1982)、Cooke and Rousseau(1988)、O’Reilly(1991)、梅津(2003)、
出口(2004)、小川・大里・森永(2012)における企業文化の構成要素を取り上げてきた。各
研究者の構成要素を、『価値観』『制度・規範』『行動様式』『人間性』の 4 つに分類すると、
以下の図表 7 のようになる。
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図表 7：企業文化の構成要素の分類
価値観と制度・規範は、本論文の企業文化の定義を『企業に共有されている価値観や行
動規範である』と定めたので、この定義から構成要素として用いて分類した。行動様式は、
組織構成員が取る行動を規制・誘導するような規律、規範や、行動自体に焦点を当てたも
のとして分類した。人間性は、組織構成員を個人として捉え、個人の特性、つまりパーソ
ナリティに焦点を当てたものとして分類した。
価値観 制度・規範 行動様式 人間性
目標に付与された
価値
対人関係の規範 綿密性 積極性
個人の自立性につ
いての価値や信念
コンフリクト解消につ
いての規範
分析重視 協調性
部門の重要性の信
念
規範遵守に関する規
範
感覚重視 人間的・援助的
報酬についての信
念や規範
報酬の重要性 結果重視 関係的
革新重視 明瞭性 過程重視 承認的
集団主義 上意下達 質重視 能力・完全主義
普遍的な価値観 制度文化 慎重さ 達成
実践的な価値観 視聴覚文化 事務的 自己実現
観念文化 保守的
革新性 依存的
チーム志向 回避的
自主性重視 強制的
家族主義 競争的
長期重視
スピード重視
習慣的な行為
臨機応変な行為
行動文化
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以上のように先行研究の類似性をもとに企業文化の構成要素を定義した。
ここで、本論文では Malmi and Brown(2008)のコントロール・パッケージにおける文化
によるコントロールを用いて、企業文化のマネジメント・コントロール・システムを検討
していくことを前提としているので、論文執筆者が定義し企業文化の構成要素と、コント
ロール・パッケージにおける文化によるコントロールの構成要素である「クラン」「バリュ
ー」「シンボル」との関係性を検討する。
価値観は、企業における価値観を用いたコントロールを行うことを目的としている「バ
リュー」に対応すると考えられる。これは、どちらの構成要素も組織全体として、また組
織構成員がもつ価値観を対象とする概念であるためである。制度・規範は、「シンボル」に
対応すると考えられる。これは、「シンボル」の内容としては、組織は可視化できる経験を
生み出したとき、特定の象徴的な文化を創り出すことができるとされていると説明されて
いることに対して、可視化できる経験を生み出すものは制度・規範であると考えることが
できため、両者の間には関係性があると考えられるためである。最後に、行動様式と人間
性に関しては、どちらも「クラン」に対応すると考えられる。「クラン」は、技術や価値観
の教え込みによる社会化へのプロセスは、個々人によってなされるというものである。行
動様式は、技術や価値観の教え込みによる社会化のプロセスという部分に対応していると
考えられる。また、人間性は、社会化へのプロセスは、個々人によってなされるという部
分において、個々人には人間性が必ず関与してくるので、この部分において関係性がある
と考えられるためである。このように、Malmi and Brown(2008)のコントロール・パッケ
ージと、論文執筆者の企業文化の構成要素を比較した場合、「クラン」は行動様式と人間性
の 2 つに細分化して検討することができると考えられる。
しかし、企業文化の構成要素そのものを検討した場合、コントロール・パッケージを企
業が有効に機能させることが目的と考えると、当然ながら企業にとってコントロール可能
な要因のみを考慮することが必要になると考えられる。この点において、企業文化の構成
要素として取り上げた人間性が企業にとってコントロール可能であるのかどうかが問題と
して考えられる。企業が採用活動などを行う時点ではどのような人間を採用するかという
事に関して、人間性を考慮する場合があると考えることができるため、この時点に関して
は企業にとって人間性はコントロール可能な場合もある。一方で、採用時点以外において、
企業における組織構成員の人間性は、企業にとってコントロール可能ではないと考えられ
る。また、組織構成員の人間性が仮にどのようなものであっても、職務をまっとうに遂行
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する者であるのならば、企業にとって人間性は大きな問題とならず、コントロールの対象
とする必要性もあまり考えられない。
先行研究をもとにした企業文化の構成要素の分類には人間性という項目を取り入れた
が、企業にとっての人間性のコントロールの必要性に関して検討を行った結果、企業文化
の構成要素としては人間性を取り上げることが必要となるが、コントロールの対象として
は考慮する必要はないという結論に至ったので、コントロール・パッケージの枠組みから
除外することとした。このため、コントロール・パッケージの枠組みの中では、「クラン」
に対応する企業文化の構成要素は行動様式であることを前提として進めていくこととする。
本論文では以後、企業文化の構成要素は『価値観』『制度・規範』『行動様式』の 3 つの
要素で検討していくこととする。企業文化の構成要素を、コントロール・パッケージの文
化によるコントロールの部分に当てはめたものが次の図表 8 となる。
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図表 8：企業文化の構成要素と文化によるコントロールの構成要素との関係
クラン バリュー シンボル
行動様式 価値観 制度・規範
綿密性 目標に付与された価値 対人関係の規範
分析重視
個人の自立性についての価値
や信念
コンフリクト解消についての
規範
感覚重視 部門の重要性の信念 規範遵守に関する規範
結果重視 報酬についての信念や規範 報酬の重要性
過程重視 革新重視 明瞭性
質重視 集団主義 上意下達
慎重さ 普遍的な価値観 制度文化
事務的 実践的な価値観 視聴覚文化
保守的 観念文化
依存的 革新性
回避的 チーム志向
強制的 自主性重視
競争的 家族主義
長期重視
スピード重視
習慣的な行為
臨機応変な行為
行動文化
このように、企業文化の構成要素を当てはめることによって、Malmi and Brown (2008)
のコントロール・パッケージ理論における文化によるコントロールに具体性を持たせるこ
とができたと考えられる。
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第２節マネジメント・コントロール・システムの各コントロール機能に対する企業文
化の影響
本節においては、京セラ株式会社について取り上げて考察を行う。京セラには『京セラ
フィロソフィ』という価値観や行動規範を明文化したものがある。そして、京セラフィロ
ソフィが組織構成員に体現されていくことによって、企業文化も作り上げられていくと考
えられる。上總 (2008 p.7)においてその体系図が図表 9 として示されている。
図表 9：アメーバ経営の概念図
出所：上總 (2008) p.7
京セラにおいて行われている MCS の各コントロール手段と、京セラフィロソフィによ
って作り出される企業文化との関係性を考えることによって、各コントロール機能に対す
る企業文化の影響を検討していくものとする。この検討においては、京セラフィロソフィ
を京セラにおける企業文化を作り上げるものとして考えることとする。そして、各コント
ロール手段に与えていると考えられる影響が、京セラフィロソフィにおけるどの構成要素
によって作り出されているかに関して検討を行う。
第１項 企業文化が、計画に与える影響
まず、京セラにおける計画策定のサイクルに関して概観する。京セラの計画策定サイク
ルは、次の図表 10 のようになっている。
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図表 10：アメーバ経営における予算管理サイクル
出所：潮 (2013) p.47 (上總(2010a) p.84 に加筆修正)
中期計画においては 3 ヵ年ローリング・プラン(以下、RP)を策定し、半年ごとに向こう
3 年を計画する。そして、RP をもとに年次ごとの計画となるマスター・プラン(以下、MP)
を策定する。潮(2013)の表には記載されていないが、年次の MP が策定された後、それを
もとに月次の MP が策定される。最後に、経営環境の現状を加味した必達目標となる予定
が策定される。月次 MP と予定の差を可能な限り少なくしていくことがマネジャーには求
められている。
ここで、月次の MP や月次の予定を策定する際に、計画の見直しを行うためにローリン
グ・フォーキャストが用いられている。ローリング・フォーキャストは、計画を年次ベー
スで見直すことでは経営環境の変化に対応することができないと考え、より短期的に計画
を見直すことによって環境変化に対応しようとしたことから生み出された手法である。そ
のため、ローリング・フォーキャストでは、予測をする頻度と範囲を増やすことが行われ
る。頻度としては、四半期ごとや、さらに短い期間であれば毎月ごとに計画の見直しを行
う。四半期ごとのローリング・フォーキャストは次の図表 11 のようになる。
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図表 11：四半期ごとのローリング・フォーキャスト
出所：清水(2013) p.178
図表 11 のように、四半期経過ごとに新たな予測を立てることとなる。このようにロー
リング・フォーキャストは、計画策定、見直しを行う頻度を年度ごとより短くすることに
よって、企業が環境変化に対して柔軟に対応することを目的として管理手法となっている。
ここまでで、一般的なローリング・フォーキャストを取り上げたが、次に京セラ方式の
ローリング・フォーキャストを取り上げる。以下の図表 12 が、京セラにおけるローリン
グ・フォーキャストである。
図表 12：京セラのローリング・フォーキャスト
出所：清水(2014) p.16 より論文執筆者作成
このサイクルから考えると、通常の月次のローリング・フォーキャストと何ら変わりは
ないように考えられるが、京セラにおいて特徴的となるのがローリング・フォーキャスト
の対象期間の長さである。京セラでは計画策定に際して先 1 か月分の『予定』とその先 2
30
か月分の『見通し』を立てる。翌月の予定に関しては厳密な予測を行う。その後 2 か月間
の見通しに関しては予定ほどの厳密さは要求されていないが、予測が行われている。結果
として、毎月の計画の見直しにおいて、先 3 か月分の見直しを行っていることとなる。ま
た、将来の予測のみなら月中においても予定の見直しは随時行われており、15 日、21 日、
27 日、30 日というように 4 回の見直しが行われている。(清水 (2014) p.14)
予測期間に関して 3 か月という特徴を持つが、京セラ方式のローリング・フォーキャス
トにおいて特徴的なのが、予測数値に対して『意思』が上乗せされるということである。
意思とは、通常の予測数値に対して上乗せされるストレッチな努力目標である。意思が上
乗せされることによって算出される目標数値は、非常に高いものとなる。見通しに関して
は、通常の予測数値に対して 1 回目の意思が上乗せされることで、ストレッチな見通しが
作成される。その後、該当月で事前に立てられた見通しに対してもう一度意思が上乗せさ
れ、予定が作られる。つまり、予定に対しては意思が 2 度上乗せされているので、目標数
値として非常にストレッチなものとなっていると考えられる。このようにして、京セラ方
式のローリング・フォーキャストでは、予測に対して意思が上乗せされることによって、
通常のローリング・フォーキャストによる予測数値よりもストレッチな目標が設定される
こととなる。
計画の見直しは四半期毎に行われるのが一般的であるため、京セラのような頻繁な予測
と見直しのプロセスを有していない。一方で、毎月 3 か月分の計画を見直す京セラ方式の
ローリング・フォーキャストは、変化の激しい不確実性の高まった経営環境に対応し、か
つ意思が上乗せされることによってストレッチな目標設定が行われることを可能にしてい
る。
しかし、この強みに対して問題となってくるのが、京セラ方式のローリング・フォーキ
ャストの実施に対する組織構成員の疲弊である。予測と見直しのプロセスを年 4 回実施す
ればよかったものを、毎月実施し、しかも 3 か月分ともなるとその分だけ負担が増加する
ことは明らかである。さらに、意思が上乗せされることでストレッチな目標数値が計画の
見直しによって設定されるため、マネジャー自身が自分にプレッシャーをかけてしまうと
も考えられる。また、アメーバ間での予測に対する相互牽制も働いているため、安易な予
定や見通しを立てることも認められない。そのため、マネジャーは、MP、予定や見通し
に対して内的にも外的にも大きなプレッシャーを受けることとなる。
このような多大な負担を顧みず、京セラ方式のローリング・フォーキャストが実施され
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ている理由の一つとして、各アメーバがプロフィット・センターとして時間当たり採算を
用いた利益管理を行っていることが考えられる。時間当たり採算の詳細については次の第
2 項で述べるが、時間当たり採算を用いることで、アメーバの収益性に関する情報が明確
になり、フロント・ラインの従業員にまで利益意識を持たせることが可能となる。収益性
の向上を目標にさせることによって、将来予測を厳格に行う事の動機づけにつながると考
えられる。
しかし、京セラ方式のローリング・フォーキャストがツールの面で整備されたとしても、
実際に企業内で機能するかどうかは別の問題となってくる。ここで、ツールが機能するよ
うになる要因として考えられるのが企業文化の存在である。京セラ方式のローリング・フ
ォーキャストに対して影響を与える企業文化として考えられるのは、京セラフィロソフィ
における「実力主義に徹する」「全員参加で経営する」「ガラス張りで経営する」「高い目標
を持つ」(稲盛(2014) p.397,403,429,435)などであると考えられる。
これらの項目の企業文化としての影響は、昨日よりも業績を向上させるためにはどうす
るべきであるのかということを、組織構成員に考えさせ続けるというものであると考えら
れる。時間当たり採算などの業績を向上させるためには、業務効率の向上を図ると同時に、
京セラ方式のローリング・フォーキャストによって立てられたストレッチな予定を達成し
ようと組織構成員が意識し、努力することが重要となる。そして、この両方を達成するこ
とによって、業績の向上が図られると考えられる。
このように、一般的なローリング・フォーキャストよりも京セラ方式のほうが組織構成
員にかかる負担は大きなものであっても、企業文化の存在によって組織構成員に必要性を
認識され、積極的に採用されることによって、京セラ方式のローリング・フォーキャスト
はツールとして機能することが可能となると考えられる。
第２項 企業文化が、サイバネティック・コントロールに与える影響
企業文化がサイバネティック・コントロールに与える影響を考えるにあたって、時間当
たり採算表というツールを用いて検討を行う。
時間当たり採算表は製造部門や営業部門に対して、自アメーバの収益性がどのようにな
っているのかを容易に認識させるために作り出されたツールである。
以下の図表 13 が製造・営業部門の時間当たり採算表の例示である。
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図表 13：製造部門と営業部門の時間当たり採算表
出所：三矢 (2003) pp.93,96 より論文執筆者作成
製造部門及び営業部門は、お互いのサービスを、振替価格を用いて売買し、売上を立て
ることによって、どちらの部門もプロフィット・センターとして認識できるようにしてい
る。プロフィット・センターとすることによって、利益責任を負わせ、現場に収益性向上
のための動機づけをすることができると考えられる。しかし、この場合も計画の場合と同
様に、ツールとしてのみ整備されており、時間当たり採算に対して組織構成員が何ら関心
を持たなかった場合には、時間当たり採算表の持つ本来の機能を発揮することができなく
なってしまうと考えられる。
そこで、時間当たり採算表の機能に対して影響を与えると考えられる企業文化として具
体的には、京セラフィロソフィの「大家族主義で経営する」、「採算意識を高める」、「日々
採算をつくる」(稲盛(2014) p.394,428,528)などが考えられる。
「大家族主義で経営する」に関して特徴的な点は、時間当たり採算表の中に人件費が含
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まれていないことである。時間当たり採算を向上させるためには、売上を大きくすること
と同時に、コストを削減することによっても達成される。コスト削減において、人件費を
削減対象としてしまった場合には、家族のような関係を大切にする経営を目標とする「大
家族主義」が達成されなくなってしまう。そのため、人件費を削減対象としないために時
間当たり採算表に含まない構造となっている。
「採算意識を高める」、「日々採算をつくる」は文字通り採算に関して意識を高めること
を目的としている。時間当たり採算表の作成頻度が高いので、月次管理に比べて現場の負
担は大きくなる。しかし、採算意識を高める企業文化の存在が、組織構成員に時間当たり
採算表の作成の負担よりも、そこから得られる情報の有用性のほうが大きいと認識させる
ことを全社的に可能としている。採算についてフロント・ラインの組織構成員まで真剣に
考えるようになると、組織構成員ひとりひとりが経営者のように振る舞うこととなり、「全
員参加で経営する」(稲盛(2014))という京セラフィロソフィも実現することができるよう
になる。
第３項 企業文化が、報酬・俸給および管理的コントロールに与える影響
企業文化が、報酬・俸給および管理的コントロールに与える影響を検討するにあたって、
各アメーバの業績評価とアメーバ間の振替価格に関して組み合わせて検討を行うこととす
る。
京セラでは、各アメーバをプロフィット・センターとして捉え、製造アメーバであって
も利益責任を負わせている。これは、第 2 項で述べた時間当たり採算を計算することによ
って管理されている。一般的には、プロフィット・センターとして考えられるのは営業部
門であり、製造部門はコスト・センターとして設定された組織構造が作られる。一方で、
京セラでは、製造アメーバをプロフィット・センターとするために、各アメーバ間での物
及びサービスの適用に振替価格を設定して、社内売買を行わせている。このことによって、
各アメーバでは売上を立てることができるので、製造アメーバであってもプロフィット・
センターとして取り扱うことが可能となる。
この構造を示したものが以下の図表 14 となる。
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図表 14：アメーバ経営と原価計算方式
出所：稲盛 (2009) p.16
アメーバ経営を採用することによって、製造アメーバもプロフィット・センターとなり、
時間当たり採算を基準とした収益性を認識することができるので、それをもとに各アメー
バの業績測定も行うことができるようになる。
この構造のもとで問題として発生することとしては、振替価格の決定である。各アメー
バがプロフィット・センターとして活動するとするならば、どのアメーバも安い価格で仕
入れて、高い価格で販売することを追求する。これは京セラフィロソフィにおける「売上
を極大に、経費を極小に」(稲盛(2014) p.479)という構成項目と考え方は合致するものであ
る。しかし、アメーバ間の取引はあくまでも社内売買であるので、どこかのアメーバが部
分最適を引き起こした場合には、他のアメーバは大きな不利益を被ることとなる。そこで、
どのアメーバも不利益を被ることを回避するために、価格交渉に必要以上の経営資源を割
き、浪費してしまうという問題が付随的に発生してしまう。
京セラでは、市場価格が振替価格設定における一定の基準となっている。これは、市場
の動向を各アメーバのマネジャーが敏感に認識することによって、採算についてしっかり
と意識できるようにすることを目的としている。また、アメーバ間での交渉に納得がいか
ない場合には、社外との取引も認めており、社内と社外を並べて交渉することによって、
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市場性を強く持たせることができる。
しかし、市場価格を基準としていてもその中にはアメーバ間の交渉の余地が残されてい
るので、マネジャーの交渉力の差によって振替価格に有利不利が生じてしまう可能性を完
全に排除することはできない。また、社外に取引できる企業が存在しない場合や、社内に
おいて取引できるアメーバが 1 つしかない場合などには、どうしても特定のアメーバと取
引せざるを得ないので、交渉面で不利になってしまう場合も考えられる。(三矢 (2003)
pp.77-90)
このような問題に対して影響を与える企業文化として、「利他の心を判断基準にする」(稲
盛 (2014) p.197)が最も大きな影響を与えるものとして考えられる。「利他の心を判断基準
にする」は、「より良い仕事をしていくためには、自分だけのことを考えて判断するのでは
なく、まわりの人のことを考え、思いやりに満ちた「利他の心」に立って判断すべきです。」
(稲盛 (2014) p.197)というように稲盛氏によって表現されている。また、「相手のためにな
ることなのかどうかを考えて判断を下す」(稲盛 (2014) p.199)とも表現されている。この
フィロソフィによって、所属するアメーバの事のみを考えて行動するのではなく、社員全
員がしあわせになれるような判断を下すべきであるという企業文化を作り出すことを目的
としていると考えられる。
利他の心を持つことによって、アメーバ間の振替価格の設定においてどちらかのアメー
バが非常に有利になるという状況を回避することができるようになる。また、全社的に利
他の心がある企業文化が構築されていくとすると、部分最適を引き起こすような考えを持
つマネジャーなどは淘汰されていくとも考えられる。また、京セラでは「ガラス張りで経
営する」(稲盛 (2014) p.429)ことを掲げており、全部門の経営成績を全社員が知ることが
できる。そのため業績測定において、高業績が部分最適の結果であった場合、全社的に望
ましくない行動の結果であると認識されるので、高評価を受けることはあまりないと考え
られる。
第４項 小括
第 2 節では京セラにおける、京セラ式ローリング・フォーキャスト、時間当たり採算表、
アメーバ経営、振替価格という制度的側面と、京セラフィロソフィから作り上げられる企
業文化の関係性について取り上げた。制度的側面においては、普通の企業が行う経営管理
手法よりも組織構成員に対して負荷の大きい実務となっており、制度のみに着目した場合
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にはその実務の実施は困難なものとなる可能性も考えられた。しかし、京セラフィロソフ
ィから作り上げられる企業文化が、組織構成員に負荷の大きい実務に対する理解と必要性
を認識させることによって、京セラ式ローリング・フォーキャストなどの実務の実施を可
能なものとしていると考えられる。
Malmi and Brown (2008)におけるコントロール・パッケージを前提に、文化によるコ
ントロール以外の部分が京セラと同様のコントロール・パッケージを他の企業に導入した
としても、必ずしも成功するとは限らないと考えられる。その原因はやはり企業文化の存
在であり、ツールとしてのコントロール・パッケージが同様であっても、組織構成員が業
務の必要性を認識し、自ら行動するような企業文化が存在しない限り、コントロール・パ
ッケージとして同様の機能を果たすことはできないと考えられる。
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第３章 衰退する企業文化
第１節 衰退する企業文化の分類
企業文化は確立された後、永続的にその効果が同じように発生し続けると考えることは
困難である。企業外部の環境の変化、企業内部の環境の変化の両方の要因によって、企業
文化は従来の役割を果たすことができなくなってくると考えられる。
ここで、2 つの環境の変化を企業文化の衰退要因として取り上げたが、それぞれの要因
が企業文化に与える影響は異なるものと捉えることとする。企業外部の環境が変化してい
るにも関わらず、過去の成功体験が変化を阻害することを本論文では『企業文化の陳腐化』
とする。一方で、企業内部の環境の変化を要因とする企業文化の衰退を『企業文化の希薄
化』とする。
企業文化の希薄化の具体例として考えられる企業は、パナソニック㈱(前、松下電器)を
取り上げることができる。松下電器の創業者である松下幸之助氏が作り出した企業文化が
与えた影響の産物として考えられるのが、事業部制である。企業内部を職能別組織から事
業部制組織に作り変えたことによって、当時は非常に良好な業績を上げることができた。
しかし、松下氏の没後、松下氏の教えそのものである企業文化が希薄化していってしまっ
たことによって、経営手法の見直しと共に事業部制を廃止することとなった。パナソニッ
クの業績の低迷には様々な要因があると考えられるが、事業部制の廃止も 1 つの要因とな
り得ると考えることができる。このような結果を招いてしまったことから、パナソニック
では現在、事業部制を再び取り入れるといったことが行われている。
パナソニックにおけるこの一連の流れは、企業文化の伝達者となる強いリーダーシップ
を持った者の喪失後、企業文化が希薄化し、希薄化したことに問題を感じた組織構成員が
かつての企業文化を取り戻すことによって、企業の再興を図ろうとしたことを見て取るこ
とができる。企業文化の希薄化は、企業内部の環境の変化を要因とするものであると定義
したが、これはつまり組織構成員によって存在していた企業文化が忘れ去られてしまうと
いう事を表しているのである。
企業文化の希薄化はどの様な企業においても発生している問題であると考えられる。特
にパナソニックのような企業では、企業文化と組織形態はかつて密接な関係があったと考
えられる。その関係性において、組織形態が変わることは、企業文化が希薄化していく一
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因になったと考えられる。しかし、どのような事象が発生した場合に企業文化の希薄化を
認識するのかを決定づけることは困難である。そのため、衰退する企業文化として、「企業
文化の陳腐化」と「企業文化の希薄化」の 2 種類が存在すると指摘したが、企業文化の希
薄化に関してはパナソニックの例示を取り上げることで収めたい。そして本論文において
は、企業文化と企業の外部環境との関係性に関して重点を置いているため、主に企業文化
の陳腐化に焦点を当てることとする。
第２節 企業文化の陳腐化
特定の環境に適用するように構築された組織文化は、環境が安定している場合には、組
織文化の順機能によって企業に高業績をもたらす。しかし、環境に変化が生じ、企業が環
境に適応しようとする場面になると構築された企業文化は逆機能をもたらす場合があると
考えられる。企業の環境適応を難しくしている原因のひとつに企業文化が挙げられる。企
業文化の逆機能の例示として、組織生活の安定性を求めるという事を取り上げることがで
きる。企業外部の環境変化が生じ、このことに対して企業が適応しようと何らかの行動を
取った場合、その行動は企業を外部環境に適応させることができるはずである。しかし、
組織構成員に組織生活に安定性を求めるような企業文化が浸透している場合には、環境へ
の対応に対して取られた行動が年月を経るうちに元に戻るように調整されて、結局は現状
維持に戻ることとなってしまうことがある。このように、企業において形成された企業文
化は、環境変化に対応しようとする企業に対して、阻害要因ともなる場合が想定される。
この逆機能をもたらすようになった場合を、企業文化が陳腐化した場合と捉えることとす
る。
企業文化は環境適応という次元においては障害となる場合がある。特に企業文化が強い
場合、環境への認識枠組みを提供する意味づけは、新たな環境が発するシグナルに対して
従来通りの認識しかできないかもしれない。特に急激な環境が発するシグナルに対して従
来通りの認識しかできないかもしれない。また、急激な環境の変化に対して企業文化が有
する意味づけ作用は機能不全を起こす可能性がある。たとえ環境の変化に対して意味づけ
が変えられたとしても、新たな意味が従来の意味と異なれば異なるほど、経営者や従業員
の情動的反応、つまり抵抗を生み出すこととなる。従業員等の組織の中に安定的なパター
ンをもたらす企業文化は異質性を嫌い、変化に対する意見や逸脱者を排除する動きをもた
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らすことも考えられる。(松本(1999) p.119)
このように、環境の変化に対して柔軟に対応することができない企業文化が構築されて
いる企業は、環境の変化が生じたときにその変化に対応できず、業績低迷という問題に直
面するものと考えられる。
従来成功を収めていた企業ほど、従来と質を異にする環境変化に適応できずに苦しんで
いるという現状がある。こうした実態は Tushman and O’Reilly Ⅲ(1997)が提唱したマネ
ジメントの罠にもなりえる整合性-サクセス・シンドロームという概念を用いて説明するこ
とができる。成功を収めた企業は、何がうまく作用したのかを学習し、その知識を組織マ
ネジメントに組み入れる。進化的な変化をしている時期には、管理者は連続的な漸進的な
変革を行って、組織に絶えず磨きをかけながら、その使命をよりよく達成できるようにし
ている。こうした変革はどちらかというと小規模なので、そこに不具合が生じても、コン
トロールできる。この種の変革プロセスはよく知られたものであるが、このプロセスの中
には新しいものを予測し学び取る機会もある。しかし、この成功がマイナスの側面を生み
出す場合が存在する。企業が成長するにつれて、構造、プロセス、システムが開発され、
仕事面で複雑さが増せば、それを処理できるようにしなければならない。こうした構造や
システムは相互に関係しているので、計画したものに変更を加えて実施することは難しく
なり、費用も時間もかかることになる。つまり、組織構造、システム、公式プロセスの規
模、複雑さ、相互座用鵜に根差した変革への抵抗などの構造的な惰性が始まるのである。
このことを Tushman and O’Reilly Ⅲ(1997 p.28)は「サクセス・シンドローム」と名付け
ている。
Sull(1999 pp.42-52)の指摘によると、大きな成功を収めた企業ほど、この「サクセス・
シンドローム」に陥ってしまうという。企業の繁栄から一転して苦戦を強いられる企業に
目につくのは、激しい環境変化に立ち向かうべきなのに慣れ親しんだ行動パターンを踏襲
してしまい、環境変化のスピードに対応することができない状況である。また、成功企業
が低迷している原因は、一般的によく指摘されているような単なる無為無策ではなく、環
境変化に対して適切な行動がとられていないことが指摘されている。このような状況を
Sull(1999 pp.42-52)は「覇者の驕り」とし、4 つの共通した兆候として、①経営判断の拠
り所となる戦略枠組みを全盛期の時のものを踏襲している、②具体的な仕事の進め方であ
る業務プロセスがマンネリ化している、③従業員や取引先とのしがらみから抜け出せてい
ない、④価値観が偏っている、という点を指摘している。
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このように「サクセス・シンドローム」に陥ってしまった組織からは、企業の競争力に
必要な独自の戦略は生まれにくいどころか、業績の低迷から抜け出すことができず、その
存続も危ぶまれることとなってしまう。この「サクセス・シンドローム」に陥った状況の
まま、対応策を模索することによって、企業の状態はより悪い方向へと進んで行ってしま
う恐れがあるのである。(横尾(2005) p.66)
このような状況を Nadler and Shaw(1995 p.11)では成功の罠として図表 15 として図示
される。
図表 15：成功の罠
出所：Nadler and Shaw(1995) p.11(邦訳(1997) p.12)
この問題から考えるに、陳腐化しない企業文化とは、経営環境の変化に対して柔軟に適
応し、企業の業績を維持、上昇させることのできる文化であると考えることができるが、
環境変化に適応する企業文化はどの様なものなのかを検討する必要がある。
この検討に関しては、Kotter and Heskett (1992)の先行研究を用いる。
Kotter and Heskett (1992)では、企業文化についての 3 つの理論を長期的業績との相関
関係にもとづいて研究を行っている。長期的業績との相関を用いた理由としては、長期間
を対象とすることで、その期間の間に必ず環境変化が生じていると考え、その変化に対応
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できている企業文化が高業績を残すと考えられるためである。そして、高業績を残すこと
ができた企業に存在する企業文化が、陳腐化しない企業文化であると考えることができる
ためである。
Kotter and Heskett (1992)では企業文化について次の 3 つの理論を挙げている。
① 強力な企業文化が高業績を生む理論
② 戦略に合致した企業文化が高業績を生む理論
③ 環境に適応する企業文化が高業績を生む理論
①強力な企業文化が高業績を生む理論
この理論では強力な企業文化という表現を用いているが、企業文化の強弱を決定するに
あたり、Kotter and Heskett (1992 p.159)では強力な企業文化に共通する傾向として次の
3 点をあげている。
i. 経営者が、自社のスタイルや独自の方法について言及することが多い。
ii. 主義や信条という形で価値観が浸透しており、経営者が価値観に従うように強く
指導している。
iii. 現役の経営者の手による制度、手続きだけでなく、従来からの制度、手続きも経
営の中に生き続けている。
そして、Kotter and Heskett (1992 pp.18-21)では企業文化の強度を極めて弱いから極め
て強いという 5 段階で評価を行った。調査の対象となったのは、アメリカの 22 の産業分
野から 207 社が選択され、競争企業の経営幹部に対する質問調査票を通して企業文化の強
度指数が測定された。その結果は以下の図表 16 となるが、企業文化と企業の長期業績と
の間には正の相関が見て取れる。
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図表 16：企業文化の強度と市場成長率
出所：Kotter and Heskett(1992) p.21
しかし、必ずしも強い正の相関が見られたというわけでもなかった。強力な企業文化を
有している企業でも業績が下がっている場合も見て取れたためである。そして、強力な企
業文化を有していながら低い業績となっている企業についてほとんどが過去のある期間に
極めて高い業績を上げている時期があることが判明している。(Kotter and Heskett (1992)
p.21)
②戦略に合致した企業文化が高業績を生む理論
この理論は、すべての状況に例外なく適用可能な優れた文化というものは存在せず、環
境もしくは戦略に合致した企業文化であれば、企業文化に違いはあっても業績を向上させ
るという理論である。
業績の優れた 12 社と業績の低い 10 社を対象に、文化と環境の適合度について、産業別
財務アナリストにインタビュー調査が行われた。評価の指標としては、文化と環境の合致
度は極めて脆弱な合致から優れた合致まで 7 段階評価で行われた。結果としては業績の高
い 12 社の適合度は平均 6.1、業績の低い 10 社の適合度の平均は 3.7 であった。(Kotter and
Heskett (1992) p.39)
以上の結果を示したものが図表 18 となる。
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%
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図表 18：企業文化と環境との合致度と業績の関係性
出所：松本(1999) p.122
(Kotter and Heskett(1992)(梅津祐良訳(1994)『企業文化が高業績を生む』
ダイヤモンド社, p.58 より松本氏作成)
ところが、業績の低い企業についてさらに詳しく調査をすると、いずれもかつては適合
度が高かったことがわかり、環境と企業文化の優れた合致も、環境が変化し続けると徐々
に悪化し、企業の長期的業績を低下させることが確認された。(松本(1999) p.120)
③環境に適応する企業文化が高業績を生む理論
①、②の企業文化に関する理論においては、短期的業績に対しては多大なる貢献をする
と考えられる。しかし、環境の変化を織り込んだ長期的業績との結びつきでは、企業文化
が環境についていくことができず、業績の低迷につながるといったことが確認され、綻び
が生じてしまっていると考えられる。
③の理論においては、Kotter and Heskett (1992)は、②の調査と同様の企業を対象に、
リーダーシップの重要度、顧客の重要度、株主の重要度、従業員の重要度に関してインタ
ビュー調査を行った。この調査は 7 段階評価で行われた。
リーダーシップの重要度に関しては、高業績企業の平均値は 6.0、低業績企業の平均値
は 3.9 となった。顧客の重要度に関しては、高業績企業の平均値は 6.0、低業績企業の平
均値は 4.6 となった。株主の重要度に関しては、高業績企業の平均値は 5.7、低業績企業
の平均値は 3.9 となった。従業員の重要度に関しては、高業績企業の平均値は 5.8、低業
績企業の平均値は 4.1 となった。(Kotter and Heskett(1992) pp.48-49)
以上の結果を図示したものが以下の図表 19 となる。
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図表 19：リーダーシップ・顧客・株主・従業員の重視度と業績の関係
出所：松本(1999) p.122
(Kotter and Heskett(1992)(梅津祐良訳(1994)『企業文化が高業績を生む』
ダイヤモンド社, pp.70-74 より松本氏作成)
この調査により、Kotter and Heskett (1992)では、顧客、株主、従業員に貢献し、リー
ダーシップが発揮されることを重視する企業文化が環境の変化に適応できる企業文化であ
るとし、その企業文化を持つことを長期的業績に結びつく一つの要因とした。一方で、自
社の身の回りにある部課、製品、技術などの内的な要因にばかりに集中し、秩序やリスク
の回避を重要視するような企業文化は、環境に不適応な企業文化であるとしている。(松本
(1999) p.123)
また、環境に適応する企業文化が高業績を生む理論に関連して、環境適応文化が経営者
の行動を、業績達成行動へと導くという調査結果が松原(2006)によって提示されている。
以下の図表 20 が松原(2006)による調査結果となっている。
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図表 20：経営者行動と企業文化、従業員意識、企業業績との相関
出所：松原(2006) p.31
この図表 20 において、環境適応文化と業務達成行動の相関は強いものとなっており、こ
の点からも、環境適応文化が高業績を生む理論に対しての証明になると考えられる。
第３節 企業文化変革の要因
企業文化が変革するためには非常に大きな力をもつ要因が必要であること考えられる。
JAL においては、「ナショナル・フラッグ・キャリアは潰れない」(引頭(2013) p.40)とい
う企業文化を変革するためには、民事再生法を適用するという段階にまで陥らなければな
らなかったことが、変革への大きな力をもつ要因が必要であることを明示している。
ここで、企業文化を変化させる要因を明確にする必要がある。企業文化の変化を検討す
る際、企業文化に直接的に働きかける要因よりも、企業経営を変化させる要因の影響が、
間接的に企業文化の変化まで波及すると考えられる。そのため、まずは企業の内部、外部
にとらわれず、企業の経営環境が変化する要因に関して検討する。その後、外部の経営環
境の変化に該当するものを抽出する。
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第１項 企業文化に変革をもたらす要因
変革をもたらす要因は企業を取り巻く経営環境ごとに異なってくると考えられるが、
David, Shaw and Walton(1995)(邦訳(1997) pp.3-6 )では、一般的に次の 6 つの要因が経営
環境を変革する力を有する要因であると主張している。
①産業構造もしくは製品ライフ・サイクルの変化
②技術革新
③マクロ経済の傾向と危機
④規制及び法律の変化
⑤市場と競争状況の圧力
⑥成長
①産業構造もしくは製品ライフ・サイクルの変化
ある製品分野のライフ・サイクルは現在の市場環境においては短縮化している。需要と
ユーザーの購入パターンの分析を行うことによって製品ライフ・サイクルの分析を行うと、
顧客の新製品に対する要求サイクルの高速化が製品ライフ・サイクルの短縮につながって
いると考えられる。製品ライフ・サイクルが短縮したとしても、製品ライフ・サイクルの
内容にはそれほど変化はないと考えられる。製品の導入段階での競争力は、製品そのもの
が持つ技術力や性能にも続くものであるが、成熟段階においては、コスト、数量、効率が
中心となってくる。このサイクルに変化が生じなかったとしても、企業が製品の企画開発
を行う回数は増加することは明白である。また、このような状況についていくためにも、
企業は製品ライフ・サイクルの変化に柔軟に対応できる企業文化を形成する必要がある。
また、業界における主要な製品が変化した場合、産業構造自体も大きく変化する場合が
ある。産業構造自体が変化するのならば、その業界に属する企業にも当然のことながら影
響が生じる。この変化が生じた場合、企業は変革する必要があるので、追従して企業文化
も変化する必要があると考えられる。
②技術革新
技術革新によって新しい製品や新しいプロセスが生まれることは、産業内の競争基盤が
変わることになる。業界トップであった企業が技術革新への対応が遅れてしまった結果、
その座を明け渡す場合も十分に考えられる。このように競争基盤が変わると、産業内にお
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いてこれまで存在していた安定的な経営環境が喪失することで、大きな不安が呼び起され
ることとなる。競争基盤が変化した場合、この変化に企業は対応し、適切な経営方針を打
ち出す必要がある。結果として、企業の経営方針を変更させる要因となるので、技術革新
は企業文化の変革の要因となり得ると考えられる。
③マクロ経済の傾向と危機
国内経済や世界経済に重要な転換が生じると、競争基盤が変化することで、現行の企業
づくりの方法の継続適用に関して疑念が生じることが考えられる。例えば、原油価格の高
騰、貿易障壁、インフレ、為替レートなどが取り上げられる。また、企業は政府政策の変
化、日本銀行の政策実施などからも大きく影響を受ける。政策実施によって引き起こされ
る物価変動も企業にとって大きな問題となる。このような影響要因はいずれも企業の経営
状態を変化させることとなるので、企業文化の変革の要因となり得る。
④規制および法律の変化
遠距離通信の規制撤廃、トラック輸送、航空機輸送、銀行システムなどに関する法的環
境の変化や規制の変化は競争環境に重要な変化をもたらすものと考えられる。規制や法律
は企業が経営を行っていく上で、守らなければならないフレームワークであると認識でき
る。そのため、そのフレームワークの変化は、企業経営に関する新しい方法や戦略目標を
企業に要求することとなる。戦略や経営手法の変化は企業および企業文化の変革を要求す
ることとなる。
⑤市場の競争状況の圧力
市場に新しい競争相手が参入して、その産業の従来の慣行と異なる競争の方法を導入す
ると、従来の戦略が機能しなくなることや、有効性が減少してしまう場合が考えられる。
このような新規参入における脅威に適切に対処することができるのであれば、その企業の
存続は確保されることとなるだろう。このように、市場の競争状況に新しいルールが持ち
込まれた場合には、ルールに対応すべく、企業は経営方針の変革を要求されるため、市場
の競争状況の圧力も企業文化の変革の要因となる。
また、市場の競争状況の圧力に耐え切れず、撤退を余儀なくされた企業の場合、その企
業は他の市場に参入する必要が出てくるが、その場合にもその市場に適合した企業文化を
形成する必要があるので、結果として企業文化の変革が引き起こされるのである。
⑥成長
企業の経営方針の変革を要求する要因として、企業自体の成長も含まれる。企業にもラ
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イフ・サイクルは存在し、創立期、成長期、成熟期で企業の在り方は大きく変わってくる。
特に、戦略形成という面ではそれぞれの段階において異なってくるとも考えられる。創立
期では主力製品に特化し、市場シェア等の規模を獲得することを目標とする一方で、成熟
期では安定的に獲得できるようになった利益を新規の投資に回し、さらなる成長を目標と
するといった違いを見ることができる。この考え方はプロダクト・ポートフォリオ・マネ
ジメントに準ずるものである。このように、企業が変化していくことに伴って経営手法も
変化していくと考えられる。よって、この企業の変化も、企業文化を変革させる要因とな
り得る。
また、戦略的な変化を引き起こす成長要因としては、競争環境で成功を収めることが考
えられる。成功した企業が成功し続ける企業であるためには、戦略の改善、更新を行って
いく必要がある。このことは、第 2 節で述べたサクセス・シンドロームに関する問題から
も言えることである。戦略に変化が生じたならば、戦略を実行する組織構成員の行動にも
影響が生じる。戦略の変化に伴う行動の変化を組織構成員が受け入れるためには、戦略の
理解が必要となると考えられる。組織構成員が戦略の理解をすることを支援するものとし
て企業文化が挙げられる。典型的な戦略を取り上げるならば、コスト・リーダーシップ戦
略や差別化戦略などがあるが、それぞれの戦略には適合するそれぞれの企業文化が存在す
る。コスト・リーダーシップ戦略であれば、特にコスト面に注力して経営を考えていく企
業文化が存在するのに対して、差別化戦略では他社とは異なるものを製造するという創造
性に注力をして経営を考えていく企業文化が存在すると考えられる。
このような要因に対応するために、企業文化は変化していく必要があると考えられるが、
その必要性に反して企業文化が変化していかないといった問題が、企業文化の陳腐化や企
業文化の衰退を引き起こすのである。
以上、6 つの企業を変化させる要因を検討したが、経営を行っていく観点からは、管理
可能な要因のみを取り上げる必要がある。そして企業の外部環境の変化であって、企業に
とって管理可能な要因であると考えられるのは、『市場の競争状況の圧力』であると考えら
れる。よって、企業文化の陳腐化に関しては、市場との関係性に焦点を当てることが妥当
であると考えられる。
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第２項 陳腐化した企業文化が生み出す企業の習慣
Jagdish(2007)では、Peters and Waterman(1982)において取り上げられたエクセレン
ト・カンパニーが、今現在はエクセレント・カンパニーではなくなってしまっているケー
スが多いことを指摘している。Jagdish(2007)において行われた調査の結果、衰退企業の
転落理由は、外部環境が大きく変化しているのに、企業が環境変化に対応できていないこ
とが最も大きな理由であるとわかった。外部環境が変化しているにも関わらず、企業が変
化をしたがらない原因を、Jagdish(2007)では 7 つの習慣として取り上げており、具体的
には以下のものとなる。
①現実否認症
②傲慢症
③慢心症
④コア・コンピタンス依存症
⑤競合近視眼症
⑥拡大強迫観念症
⑦テリトリー欲望症
この 7 つの習慣と企業文化との関連性だが、企業の習慣は企業文化に対して大きな影響
を与えるものと考えられる。組織学習の詳細に関しては第 4 章で述べるが、企業が習慣と
して行う行動は、企業文化を構築する一部分となるため、習慣は企業文化に影響を与える
といえるのである。それぞれの習慣に関して考察する。
①現実否認症
現実否認症は「新しいテクノロジーの否認」、「消費者嗜好の変化の否認」、「新たなグロ
ーバル環境の否認」(Jagdish(2007) (邦訳 p.85))などを原因として生まれる習慣である。企
業が新しいテクノロジーを否認し、自己の技術に固執し続けることによって、高品質・低
価格を可能とする新技術に対応することが困難になる状況に陥る恐れがある。消費者嗜好
の変化を否認することは、顧客ニーズを無視した製品製造をし続けることを招くこととな
る。新たなグローバル環境を否認することは、新規市場をみすみす見逃すこととなり、企
業の成長機会を放棄することとなる。
②傲慢症
傲慢症は「異例の業績が今日の現実に対する認識をゆがめる」、「誰もまねできない製品
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やサービスを開拓する」、「他の人より頭がいい」(Jagdish(2007) (邦訳 p.129))などを原因
として生まれる習慣である。「異例の業績が今日の現実に対する認識をゆがめる」というの
は、過去に予想外の成果や驚異的な業績を記録し、一定期間そのポジションを維持した場
合に生まれる可能性のある習慣である。その後、環境が変化しているにも関わらず、自社
には環境変化など影響を持たないと考える習慣である。「誰もまねできない製品やサービス
を開拓する」、「他の人より頭がいい」は特異な製品やサービスを作り出すことによって、
他の企業と自社は異なると強く認識することから生まれる習慣である。
③慢心症
慢心症は「過去の成功が規制下の独占によるものだった」、「過去の成功が流通独占の上
に成り立っていた」、「成功するべく政府から「選ばれる」」、「政府が企業を所有している、
または経営している」(Jagdish(2007) (邦訳 p.173))などを原因として生まれる習慣である。
慢心症は特に規模が大きい企業に発生しやすく、環境変化が激しかったとしても、規模が
大きいことによってその影響はそれほど大きくはないと考えてしまうことが原因である。
また、企業の成功が全て企業努力を源泉として勝ち取ったものではなく、政府や公的機関
の支援の下に成り立っているにも関わらず、すべて自社の力であると勘違いすることも原
因としている。
④コア・コンピタンス依存症
コア・コンピタンス依存症は「研究開発への依存」、「デザインへの依存」、「販売への依
存」、「サービスへの依存」(Jagdish(2007) (邦訳 p.215))を原因として生まれる習慣である。
コア・コンピタンスは企業にとっての成功要因であり、それに依存していくことは当然の
ことであるように考えられる。しかし、特定のコア・コンピタンスに依存し、他のコア・
コンピタンスを開発していくような動きが無い場合には、ひとたび従来のコア・コンピタ
ンスを打ち負かすような強みを持った企業が参入してきた場合には、他の対抗策を持たな
いので、企業の急激な転落を招くこととなる。特定のコア・コンピタンスで成功すればす
るほど、その企業は他のコア・コンピタンスに対して目を向ける努力を行う必要があると
いえる。
⑤競合近視眼症
競合近視眼症は「産業の自然な進化」、「クラスター(産業集積)現象」、「業界ナンバー・
ワンで、かつパイオニアでもある場合」、「二番手がトップを追いかける場合」
(Jagdish(2007) (邦訳 p.261))などを原因として生まれる習慣である。全体として共通する
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ことは、競合として設定する企業があまりにも身近すぎる企業ばかりであり、気付かぬと
ころから登場した競合会社に対抗することができなくなることが起きる。環境変化によっ
て、昨日までの競合が翌日には競合でなくなっている場合があるといっても過言ではない
と考えられる。産業内において近い企業を競合として設定することは、目標設定の面では
行いやすいが、常に他の要因によって競合が生まれる可能性を考慮しておく必要がある。
⑥拡大強迫観念
拡大強迫観念は「高利益率のパイオニア」、「規模のパラドックス」(Jagdish(2007) (邦訳
p.309))などを原因として生まれる習慣である。「高利益率のパイオニア企業」は、高付加
価値高コストの市場を開拓した企業が陥りがちな習慣である。市場を開拓直後は、パイオ
ニアであるため、価格付けを自由に行うことができ、高付加価値の製品を提供できていれ
ば、高コストであっても、高利益率を記録することができる。そして、さらなる利益を追
求するために生産規模を拡大するのである。しかし、市場が成熟してくると、市場価格が
ある程度定まってくることによって、従来の高価格を維持することが困難になる。その一
方で、コストを即座に下げることは、それまでコストの問題意識が薄れていた企業にとっ
ては非常に困難な問題として突きつけられることとなる。その結果として、企業の衰退が
引き起こされるのである。また、「規模のパラドックス」は、規模の経済が理論上ほど純粋
な効果をもたらさないという事である。大量に生産すれば、コストも安くなるというのが
規模の経済だが、生産設備の拡張に伴うコストの発生と、市場需要の拡大の対応が相関的
に取られることが必ずしも発生しているわけではないという事である。増加したコストに
対する利益の増加にタイム・ラグが生じることを認識していないと、拡大することで自滅
する恐れが生じるのである。
⑦テリトリー欲求症
テリトリー欲求症は「創業者の文化が、より大きな企業に組み込まれる」、「企業文化が
特定の部門に支配される」(Jagdish(2007) (邦訳 p.355))などを原因として生まれる習慣で
ある。「創業者の文化が、より大きな企業に組み込まれる」は、創業者の作り出した企業文
化が特徴的であり、成長の要因の 1 つであった企業が、大規模化することで生まれる様々
なステイクホルダーによる要求に対応するために、創業者の作り出した企業文化を薄れさ
せていくことを表している。このことによって、企業として異なるものとなってしまうこ
とも避けられないと考えられる。また、「企業文化が特定の部門に支配される」は、部門間
の文化摩擦が発生することを原因とする。全社的には統一的な企業文化が構築されること
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が望ましいが、部門ごとに特性が生じてくることは避けられないといえる。その部門ごと
の特性が、部門内で留まっている分には問題は無いが、それが他の部門に対して影響を与
え、文化摩擦が生じることが、部門間にコンフリクトを生み出す結果をもたらす。部門横
断的なコミュニケーションや知識創造を阻害することとなる。
以上、7 つの習慣を取り上げたが、習慣の原因となるものは企業文化の形成において重
要な役割をかつては果たしたものであると考えられる。特に共通してみられる原因は、過
去の成功体験である。過去の成功体験に固執するあまり、一度作り上げられた企業文化が
陳腐化していることに気付くことができなくなってしまうのである。そして、陳腐化した
企業文化が、企業を衰退へと導いていく習慣を作り出していく原因になると考えられる。
第３項 トップ・マネジメントのリーダーシップ
企業文化の形成と、トップ・マネジメントのリーダーシップの関連性は非常に高いと考
えられる。特に企業の創生期には、トップ・マネジメントが描く企業の理想像に沿って企
業文化の大枠が形成されていき、従業員はトップ・マネジメントによって直接的に企業文
化の浸透を受けることとなる。トップ・マネジメントから直接的に企業文化の浸透を受け
ることによって、企業文化を真に理解し、解釈がなされることによって、企業全体で統一
のとれた企業文化の認識がなされるのである。企業の創生期におけるトップ・マネジメン
トのリーダーシップは、非常に強いと考えられ、この影響が企業文化の形成に大きな影響
を与えているのである。つまり、企業文化の形成において、トップ・マネジメントのリー
ダーシップは影響を与えることが分かる。
企業の創生期に限らず、成長期や成熟期においても、トップ・マネジメントのリーダー
シップは企業文化の形成に影響を与えると考えられる。成長期においては、企業が注力し
ていく製品、サービスの決定をトップ・マネジメントが強いリーダーシップを発揮して決
定した場合、決定に関する理由などを説明してくことは自然と企業文化の形成にも繋がっ
ていくと考えられる。これは、注力していく方向性の合理性を従業員に説くことによって、
従業員を納得させ、トップ・マネジメントと従業員の一体感を醸成することにつながるた
めである。決定の合理性の説明には、トップ・マネジメントの自らの経験と個性に基づく
価値観や信念が組み込まれて行われるため、自然と従業員にもトップ・マネジメントと同
様の価値観や行動様式が浸透していくのである。成熟期におけるビジネス・モデルの転換
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を決定する際にも同様の理由から、トップ・マネジメントのリーダーシップは企業文化の
形成に影響を与えると考えられる。
また、トップ・マネジメントのリーダーシップは企業文化の形成に影響を与えることに
とどまらず、企業文化を介して企業業績に影響を与えると考えられる。松原(2001)の研究
によると、トップのリーダーシップ行動が企業文化を介して、企業業績に影響を与えてい
るという結果が出されている。その結果が、以下の図表 21 となる。
図表 21：組織行動プロセスのパス解析
出所：松原(2001) p.63 論文執筆者一部加筆修正
Schein(1985 (訳書, pp.286-287, 303))によると、トップ・マネジメントを始めとする組
織のリーダーが、組織構成員に自らの価値観や信念を植え付け、伝達するメカニズムとし
て、一次的植え付けメカニズムと、二次的明確化と強化のメカニズムがあるとしている。
一次的植え付けメカニズムは、文化を植え付け、強化するためには最も強力なメカニズ
54
ムである。自分(トップ・マネジメント)が注意を向け報奨を与える事柄、自分が行う役割
モデリング、自分が危機的事件に対する流儀、そして、求人、人選、昇進、免職の際に用
いる基準を通じて、自分が真に抱いている過程を明示的にも暗示的にも伝達するものであ
る。この例示から分かるように、一次的植え付けメカニズムは、トップ・マネジメントは
文化を植え付けることを主たる目的にして行動を取るわけではなく、経営のための行動を
取り、その行動を従業員が観察、解釈することによって、従業員自らがトップ・マネジメ
ントのもつ企業文化を理解していくという順序になっているといえる。
二次的明確化と強化のメカニズムは、一次的植え付けメカニズムに比べると強力さの点
で劣り、曖昧でより制御しがたいものだが、組織の機構、手続きやルーティーン業務、物
理的レイアウト、物語や伝説、自らに関する公式声明などに植え付けられたメッセージな
どを用いて、リーダーが価値観や信念を強化していくメカニズムである。
Schein(1985)では、2 つのメカニズムを取り上げていたが、着目すべき点はメカニズム
の強力さの関係である。一次的植え付けメカニズムが二次的明確化と強化のメカニズムよ
りも強力なメカニズムであるということから、トップ・マネジメントが企業文化の浸透を
目的とした行動を取ることよりも、トップ・マネジメントの行動そのもののほうが企業文
化の浸透が図られると考えられる。
このことから、トップ・マネジメントは企業文化の変革の必要性がある場合には、トッ
プ・マネジメント自ら背中で語る必要がある。つまり、企業文化を変化させるための明示
的な方策を組織構成員に示すよりも、企業文化を変革させるための行動をトップ・マネジ
メント自らが取っていくことのほうが、企業文化の変革を効率的に行うことが可能である
と考えられる。また、トップ・マネジメントの企業文化変革のための行動から生じる影響
によって、組織構成員に新たな価値観や行動様式が生まれ始めたら、そのような価値観や
行動様式を新たな企業文化として定着させることの重要性も認識しておく必要がある。仮
に、トップ・マネジメントを始めとするリーダー達が、企業文化の影響力に対する理解が
不十分であると、企業文化の変革の成果として業績が改善、向上した場合に、企業文化と
業績の間にある因果関係を従業員に明確に説明することができなくなってしまい、企業の
持続的な発展につながらなくなってしまう恐れがある。また、因果関係が明確ではないと、
組織では誤った因果関係の組織学習が行われてしまう危険性が生じてくる。企業文化の変
革の本当の成果として得られる新たな価値観や行動様式とは異なる価値観や行動様式を、
業績の向上の要因として組織学習が行われてしまうと、本来の企業文化の変革の効果は薄
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れてしまうと考えらえる。そして、効果が薄いのではないのかと疑念を持った組織構成員
は、企業文化の変革前の企業文化に戻そうとする行動を取る可能性が生じる。この場合に
は、一連の企業文化変革のプロセスから生じた価値観や行動様式は定着することなく、一
時的な業績の改善をもたらすのみとなってしまう。
よって、トップ・マネジメントは企業文化変革のための行動を取るだけでなく、その後、
新たに生じた価値観や行動様式の定着を図ることが重要であると考えられる。
また、トップ・マネジメントはミドル・マネジメントの役割に関しても十分に理解する
必要がある。トップ・マネジメントのリーダーシップが重要であることはこれまででも述
べてきたが、トップ・マネジメントがフロント・ラインの組織構成員に直接的に影響を与
える機会は少ないと考えられる。フロント・ラインの組織構成員に直接的に影響を与える
のは、接触する機会の多いミドル・マネジメントであり、トップ・マネジメントが有する
ビジョンなどは、ミドル・マネジメントによって解釈され伝達されていく仕組みとなって
いるのである。
そのため、トップ・マネジメントはミドル・マネジメントが企業文化に影響を与える要
因であることを認識する必要がある。トップ・マネジメントは、ミドル・マネジメントが
どの程度企業文化を理解しているかを把握しておく必要があり、理解に基づいて正しい伝
達がなされているかに関してコントロールをかける必要があると考えられる。
第４節 陳腐化した企業文化がコントロール・パッケージに与える影響
第１項 陳腐化した企業文化が文化によるコントロールに与える影響
ここでは、陳腐化した企業文化が、文化によるコントロールに与える影響に関して検討
を行う。文化によるコントロールに与える影響は、文化によるコントロールにおける、ク
ラン、バリュー、シンボルの構成要素ごとに分けて検討を行う。クラン、バリュー、シン
ボルに関する具体的な構成要素は、第 2 章第 2 項図表 8 を参照して頂きたい。
(1) クランに対する影響
クランとは行動様式であり、行動においてどのような考え方を重視するのかというもの
である。ここで、検討の前提として、企業環境の変化がそれほどない状態から、変化が激
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しく製品ライフ・サイクルが短くなった場合を考える。この場合には、企業も激しい環境
の変化に対応できるように変革する必要がある。
環境変化がそれほどない状態では、クランの側面では、過程重視、慎重さ、保守的な観
点をもってコントロールを行うことでそれほど問題は生じないと考えられる。これは安定
的な経営環境では、業務の効率性や正確性を重視することが企業にとって望ましいと考え
られるためである。しかし、環境変化が激しくなると、クランの側面では、結果重視、競
争的、スピード重視などの観点をもってコントロールを行う必要が出てくる。これは、環
境変化が激しくなった場合、企業は常に新しいものを創造していく必要があるためである。
そのため、企業文化が陳腐化し、クランの構成要素のうち重視されるものが変化しないと、
クランの側面からの文化によるコントロールは機能しなくなると考えられる。
(2) バリューに対する影響
バリューは価値観であり、組織構成員にどの様な価値観を保有させるのかということで
ある。企業文化が陳腐化した場合には、従来の価値観を変革し、新しい価値観を取り入れ
ることが必要となる。しかし、価値観の変革は容易ではないと考えられる。この原因は、
価値観は特に過去の成功体験に影響を受けやすいと考えられ、未だ組織構成員にとって実
態を伴った経験を持たない新しい価値観は、組織全体に浸透させることは難しいためであ
る。このように、バリューの変革を伴わない場合、従来の価値基準のままで組織構成員は
活動を継続する。例えば、経営環境の変化によって、新しい製品やサービスを提供する必
要があるにも関わらず、古い価値観の存在によって既存製品に固執してしまうことを引き
起こす場合などが挙げられる。
また、バリューの構成要素として集団主義や家族主義があるが、この価値観も企業文化
が陳腐化してしまった場合には、企業を硬直的にしてしまうと考えられる。なぜなら、変
化しなければならない状況があるにも関わらず、集団性を重視するあまり組織慣性が失わ
れてしまい、環境変化に対応できなくなる結果をもたらすためである。
バリューの側面では、価値観が企業文化の変化を阻害し、企業文化の陳腐化を引き起こ
す相互関連性を持っているとも考えられる。
(3) シンボルに対する影響
シンボルは制度・規範であり、企業文化からできる制度や規範を明確にし、公式化する
ことによって、組織構成員をコントロールしようとするものである。シンボルの側面で考
えられることは、経営環境とシンボルの適合性が、企業の業務効率に関わってくるという
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事である。オープン・フラットな企業文化を持つ企業と官僚主義的な企業文化を持つ企業
では、シンボルは異なってくると考えられる。シンボルが陳腐化した企業文化の影響を受
けることによって、機能しない制度・規範や、不必要な制度・規範を作り上げてしまうこ
とが考えられる。
第２項 陳腐化した企業文化によって構成される文化によるコントロールが、他のコン
トロール手段に与える影響と問題点
第 2 項においては、陳腐化した企業文化によって構成される文化によるコントロールを
『陳腐化した文化によるコントロール』とする。
(1) 計画に対する影響と問題点
陳腐化した文化によるコントロールは、計画の実施を誤る可能性を生じさせる。どのよ
うに誤らせるかというと、計画の方向性と収集する情報の種類に関して、誤らせると考え
られる。陳腐化した企業文化を有している場合、変化に対しては順応しようとしない、ま
たは抗うとうことが発生する可能性がある。そして、従来と変わらない計画を立て、同じ
ような情報を集めることで、計画の策定及び見直しを終了させてしまうことが考えられる。
この場合、計画というコントロール手段を単体で考えた場合には、プロセス面からすると
問題ないと考えられる。しかし、陳腐化した文化によるコントロールによって、環境適応
しなければならない状況にも関わらず、そのことをしっかりと認識できていないことが問
題として生じるのである。このように、陳腐化した文化によるコントロールによって、環
境適応をしようとする動きが妨げられるとともに、組織構成員がその必要性を認識しなく
なる問題が生じてくると考えられる。
(2) サイバネティック・コントロールに対する影響と問題点
陳腐化した文化によるコントロールが、サイバネティック・コントロールに対して与え
る影響は、サイバネティック・コントロールに用いる尺度に変化をもたらさないことが考
えられる。具体的には、予算や業績測定を行うにあたって新たな指標を用いず、従来通り
のフォーマットを埋めていくようなルーティーンを繰り返すのみということである。また、
業績測定の点で問題となることは、新しい業績評価制度を取り入れようとする動きが、陳
腐化した文化によるコントロールによって阻害されると考えられることである。例えば、
非財務的業績測定システムやハイブリッドな業績測定システムを導入しようとしても、従
58
来の財務的業績測定システムに固執するあまり、導入に失敗してしまうケースが考えられ
る。財務的業績測定システムに固執する原因としては、財務数値という定量的なものによ
って評価されていたことに対する理解しやすさに対して、非財務指標という定性的であり、
認識や理解が難しいものによって評価されることに対する組織構成員の不安があるからで
あると考えられる。また、定性的な評価指標は、業績との結びつきを明確にしづらいため、
客観的な財務指標のみを用いて評価するほうが良いと考えることも原因として考える。
このように、予算及び業績測定において、新しい評価尺度を導入する際にうまくいかな
いなどの問題が生じてくると考えられる。
(3) 報酬・俸給、管理的コントロールに対する影響と問題点
報酬・俸給及び管理的コントロールは、企業内における制度的側面を有するものとして、
一括りに取り扱う。陳腐化した文化によるコントロールは、制度変革をしようとする動き
に対して阻害する要因になると考えられる。制度変革にあたって、従来とは異なるものが
導入されようとする場合、少なからず組織内では混乱が生じる。この状況において、陳腐
化した文化によるコントロールが混乱を収拾するために取る方法としては、元に戻すとい
う事であると考えられる。新しい報酬・俸給や管理的コントロールに適応しようと組織構
成員を動かそうとするのではなく、これまではうまくいってきた方策に戻そうという動き
を取ろうとしてしまう問題が生じると考えられる。
第５節 陳腐化する企業文化と陳腐化する戦略の類似性を用いた対応策の検討
第１項 陳腐化する戦略
企業の外部環境が変化しないような場合には、企業は従来の戦略を実行し続けていけば
企業存続に問題は生じない。しかし、外部環境が変化しないような市場はほとんど存在せ
ず、その変化に戦略が対応しない場合には、従来の戦略は陳腐化していき、もって企業存
続が困難な状況に陥ると考えられる。
この問題に対して、Miles and Snow (1978)は戦略の環境適応パターンを類型化した。
分類としては、「防御型(Defender)」「攻撃型(Prospector)」「分析型(Analyser)」「受動型
(Reactor)」の 4 つとなっている。
4 つの分類において、Anthony, Govindarayan, Hartmann, and Nilsson (2014)では、
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環境変化が起こった場合の対応の仕方を戦略面と技術面から取り上げており、それをまと
めると次の図表 22 のようになる。
図表 22：Miles and Snow (1978)における戦略の環境適応パターン類型
Anthony, Govindarayan, Hartmann, and Nilsson (2014) pp.150-152 より
論文執筆者作成
防御型の場合、既存の戦略や経営資源を改善して、企業内に大きな変革をもたらすこと
なく企業を環境変化に対して対応させようとしていることが分かる。対して、攻撃型の場
合、既存の戦略や経営資源からは離れて、イノベーションなどによって新しいものを開発
し、それを用いて環境変化に対応しようとしていることが分かる。分析型は、防御型と攻
撃型の混合として位置しており、企業が多くの部門に分かれている場合、その部門ごとで
防御型と攻撃型を使い分け、その対応型に従って環境変化に対応を行っていくのである。
また、技術面に関する対応策としても大きな違いが見られる。これは対応のための投資
活動の対象という側面から見ることができる。防御型の場合は、効率性の追求に対して投
資を行うのに対し、攻撃型の場合は、人に投資を行うという相違がある。
防御型の場合は、戦略面において既存の位置に留まり、継続的改善活動を行うことによ
って対応しようとしているので、技術面においても同様に、既存の技術を改善することに
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よって対応をしようとするのである。そのため、業務プロセスやルーティーンに投資する
ことによって効率性を向上させ、環境変化に対応しようとすると考えられる。一方で、攻
撃型の場合は、戦略面において新しい市場への参入など、既存の事業活動に留まることよ
りも新規に事業展開を行っていくことによって環境変化に対応しようとしているので、技
術面においても新しいことを求める対応を取っている。そして、新しい事業などには、新
しいアイディアやイノベーションが必要となるため、その源泉となる人に投資を行う対応
策を取っているのである。
このように、環境変化に対する対応類型にも様々なものがあり、その選択にはトップ・
マネジメントの意思が介入していると考えられる。
防御型と攻撃型の違いを投資活動の対象の違いに見ることができると考えたが、より根
本的な点から考えると、既存の自己の強みを生かすか、自己の強みを環境変化に合わせて
変化させていくかの違いであると考えられる。防御型が既存の自己の強みを強化して環境
変化に対応する形態であり、攻撃型が自己の強みを環境変化に合わせて変化させることで
環境変化に形態であると考えられる。このように考えると、自己の強みをどの程度柔軟に
変革させることができるかどうかで、採用すべき適応類型が定まってくると考えられる。
産業構造が伝統的で硬直的である場合には、新しいアイディアや破壊的イノベーション
は発生しづらい環境にあるといえる。そのため、その産業内の企業は継続的改善や持続的
イノベーションを行うことによって環境変化に対応するための強みを作り出すことが求め
られると考えられる。反対に、産業構造が新しく、様々な新規ビジネスの余地があるよう
な柔軟な場合には、新しいアイディアや破壊的イノベーションによって飛躍的な成長を遂
げる機会も残されていると考えられる。このような状況においても、防御型の対応策を取
ることによって成長をしていくことも可能であると考えられるが、環境の変化が激しいと
考えられるので、一度強みと認識したものが通用しなくなる危険があるとも考えられる。
そのため、攻撃型の適応類型を採用し、自社の強みを環境に適応させ続けることが望まし
いといえる。
このように、どの適応類型を採用するかに関しても、属する業界環境を考慮したうえで
判断することが必要となる。
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第２項 Miles and Snow (1978)のフレームワークを用いた、陳腐化する企業文化への
対応策の検討
第 1 項で、陳腐化する戦略に対する対応類型として Miles and Snow (1978)のフレーム
ワークを取り上げた。このフレームワークは、環境変化と戦略変革の関係性を示したもの
である。ここで、論文執筆者は環境変化と企業文化変革の関係性に関しても類似性を見出
し、同様の類型で陳腐化する企業文化を変革していくための類型として用いることができ
なるのではないかと考えた。そこで、防御型と攻撃型の類型を用いて、陳腐化する企業文
化への対応類型を検討したいと考える。ここで、分析型と受動型に関しては検証から除外
したいと考える。分析型に関しては、戦略に関する面では部門ごとに防御型と攻撃型の使
い分けが行われていても問題は無いと考えられるが、企業文化の面では問題が生じると考
えられるためである。なぜなら、戦略面でも述べたように、防御型と攻撃型は非常に異な
る性質を持った類型であり、異なる性質を持った企業文化が企業内で共存することは非常
に困難であり、現実的ではないと考えたためである。また、受動型を除外した理由として
は、防御型と攻撃型の検討を行うことで受動型の説明も行うことができると考えたためで
ある。
対応類型を決定する際には、戦略に関する説明のときに述べたように、市場環境の変動
制を加味して判断を下すべきであると考えられるので、企業文化変革の対応類型の決定の
際にもこの観点を用いて検討を行いたい。
(1) 防御型を採用した際の陳腐化する企業文化に対する対応策
防御型の対応策は、市場の環境変化が激しい場合でも、激しくない場合でも用いること
ができると考えられる。市場環境の変化が激しくない場合、業界の関心は既存の技術を改
善し、効率性を向上させていくことであるので、企業文化面でも根本的な変革を必要とさ
れることはない。そのため、継続的改善によってもたらされる企業内の変化を企業文化が
取り込んでいくことで、継続的改善と同時進行で企業文化を形成していくことができるた
め、企業文化の陳腐化を回避することが可能であると考えられる。
対して、市場環境の変化が激しい場合に防御型の対応策を講じた場合には、対応時点で
の一時的な効果は望めると考えられる。なぜなら、対応策を講じた時点では、目の前の問
題に対しては対処を行ったので、その問題は解消される。しかし、市場環境の変化が激し
い場合には、問題は次々に発生し、これまでの業界からは想像もつかないような問題も発
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生する可能性がある。この問題に対して、防御型を採用していた場合、継続的改善のみで
は対応できない場面に衝突する恐れがある。企業文化の面からしても対応ができなくなる
と考えられる。なぜなら、発生した問題を解消するために対応策を講じても、その対応策
が継続的に効果を発揮するとは限らず、継続的に行われない対応策からは企業文化は生成
されないと考えられる。仮に、ある特定の現場などで継続的改善な改善によって企業文化
が作り上げられたとしても、全社的に適合した企業文化であるとも限らない。そのため、
環境変化が激しい場合に防御型の対応策を講じると、企業文化の陳腐化を回避することは
困難であると考えられる。
(2) 攻撃型を採用した際の陳腐化する企業文化に対する対応策
攻撃型の対応類型も、市場環境変化が激しい場合でも、激しくない場合でも採用するこ
とができると考えられる。防御型の対応類型と異なる点としては、どちらの市場環境にお
いても攻撃型の対応類型は成功する可能性があるという事である。
市場環境の変化が激しい場合に攻撃型の対応策を採用した場合、この類型の中で最もア
グレッシブな状態になると考えられる。これは、変化する市場環境に対して、常に新しい
アイディアやイノベーションが投じられるので、戦略や技術のライフ・サイクルは短くな
り、絶え間ない変化がもたらされるためである。企業文化の面から考えると、新しい戦略
や技術が定着し、そこから企業文化を作り出していこうと考えるのは時間的側面から考え
ると困難である。そのため、このような場合には、常に新しいものを作り出していくとい
う、創造性に焦点を当てた企業文化を構築していくこととなる。出来上がったものから企
業文化を構築するのではなく、創造性のある企業文化をもって市場に対応していこうとす
るのである。この場合には、環境変化に対応するために企業文化を変化させ、陳腐化を回
避しようとするのではなく、企業文化が先導して環境変化を生み出していると考えられる。
創造性のある企業文化が市場の変化を作り出すと考えられる場合には、企業文化の陳腐化
が発生する可能性は極めて低いと考えられる。ただし、常に新しいものを作り出していく
中から、企業のコア・コンピタンスを見つけ出すことの重要性を認識していくことが必要
である。プロダクト・ポートフォリオ・マネジメントの考え方に基づくと、『問題児』ばか
りでは企業存続は困難になると考えられるためである。
対して、市場環境の変化が激しくない場合でも攻撃型の対応類型を採用することは可能
であると考えられる。なぜなら、停滞した市場の中で新しいビジネスを発見し、実施する
ことは、業界におけるパイオニア企業となることを意味している。企業文化の面に関して
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も、攻撃型の対応類型の場合、あまり変化しない市場環境に対して、創造的な企業文化を
持つので、企業文化自体が環境変化に対応できず、陳腐化を招くという事は生じないと考
えられる。
しかし、環境変化が激しくない場合に攻撃型を採用することには 2 つの問題があると考え
られる。第 1 の問題は、停滞した市場に新規性は残されているのかどうかということ。第
2 の問題は、創造性のある企業文化が市場に適合したものとして構築されるのかどうかと
いうことである。第 1 の問題は、市場そのものがなぜ停滞しているのかという事を考えた
場合に認識される問題である。新しいアイディアやイノベーションは他の企業も探索して
おり、その結果が芳しくないため既存の技術の継続的改善によって企業存続を図っている
ことが考えられる。また、第 2 の問題は、創造性のある企業文化の構築が停滞した市場環
境に対しては資源の浪費である可能性があるためである。創造性を発揮することを求める
企業文化は、組織構成員に常に新しいことに対して目を向け、思考し続けることを要求す
るので、疲弊を招く恐れがある。また、環境変化が生じづらい市場に対して、新しいアイ
ディアやイノベーションを投げかけ続けても、望ましい結果が生まれる可能性は、市場環
境の変化が激しい場合に同様の行動を取った場合に対して低くなると考えられる。このよ
うに考えると、環境変化が激しくない市場に対して、攻撃型を採用することは可能である
が、防御型の採用のほうが望ましいと考えられる。
以上のように、攻撃型、防御型のどちらも企業文化の陳腐化に対して対応することがで
きるが、市場環境の変化の激しさに応じて使い分けることが求められると考えられる。つ
まり、戦略面・技術面・企業文化面の全てにおいて、市場環境の変化が激しい場合には攻
撃型の適応類型を採用し、創造性を追求することが望ましく、市場環境の変化が激しくな
い場合には防御型の適応類型を採用し、効率性を追求するほうが望ましいと考えられる。
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第４章 組織学習が企業文化に与える影響
第１節 組織学習の概要
第１項 企業文化と組織学習の関係
組織の現在の習慣、伝統および物事の様々なやり方は、これまでにどのようにして組織
構成員が行動してきたか、その行動が企業の成功にどの程度結び付いてきたかによって、
企業に定着するかどうかが決まる。企業における成功体験は、その企業内において企業文
化を生成する大きな要因となっていると考えることができる。つまりは、企業文化の生成
には、組織構成員の行動が大きく関連してくると考えられる。横尾(2006 p.47)でもこのこ
とを次のように指摘している。「企業文化は、組織構成員の集団的学習(組織学習)の結果と
して形成されるという側面もあり、組織における学習プロセスと企業文化の形成、変容、
活性化のプロセスは密接に結びついている。」(横尾(2006) p.47)
企業の創業段階では特に、創業者であるトップ・マネジメントの自らの経験と個性に基
づく価値観や信念などが、企業文化の形成に大きな影響を与える。組織構成員はその価値
観やより具体的な行動パターンが有効であると学習する。その結果、組織構成員の間で有
効と認められる価値観の共有や共通の行動パターンの定着が進み、その時点での企業文化
が形成される(横尾(2006) p.49)。
組織行動と企業文化生成の関連性に関して、横尾(2006 p.49)において以下の図表 23 の
ように示されている。
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図表 23：横尾(2006)における企業文化の形成プロセス
出所：横尾(2006 p.49)
第２項 組織学習の種類
企業文化の形成における基本的な学習プロセスは、問題解決の状況によって「積極的
問題解決型」（横尾 (2008) p.50）と、「不安回避型」（横尾 (2008) p.50）の 2 つのタイ
プに区分される。そして、この 2 つのタイプに基づいて、何らかの価値観や行動パター
ンが共有・強化され、結果として企業文化が形成されてゆくプロセスが説明される。
(1)「積極的問題解決型」
「積極的問題解決型」とは、何らかの目標を達成するために試した解決方法が成功した
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場合、その解決方法が強化されるタイプの学習である。
「積極的問題解決型」の学習プロセスでは、①学習の主体である個人や小集団が問題を
認識した場合(あるいは事前に問題が生じることを察知した場合)、②まずは問題自体に注
目し、③そこから何らかの解決案を見出す。そして、④解決策の中でその状況に最も効果
的と期待できる価値観(考え方)や行動を作用し、⑤その状況において何らかの成果がもた
らされた場合、⑥その価値観や行動は強化されるとともに、⑦他の組織構成員の間で共有
される。また、⑧他の組織構成員に同じような問題が生じた場合、⑨その価値観や行動を
採用することによって、⑩再び効果的な結果がもたらされた時に、⑪その価値観や行動は
強化される。そして、このような学習プロセスを経て、長きに渡って成果を上げることの
できる価値観や行動が企業文化として組織に定着することとなるのである。(横尾(2006)
pp.49-50）
この一連の流れを以下の図表 24 で示すことができる。
図表 24：「積極的問題解決型」の学習プロセスと企業文化の形成
出所：横尾(2006) p.50
(2)「不安回避型」
「不安回避型」とは、苦痛を軽減させることに成功した方法や、不安(苦痛に先立って苦
痛を予期した反応)を軽減させた方法が、その後も強化されるタイプの学習である。
「不安回避型」の学習プロセスでは、①問題 A が学習の主体である個人や小集団に何ら
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かの苦痛や不安を与えた場合、②それらを回避するための一時的な反応を取る。この一時
的な反応によって、③学習の主体の苦痛や不安を軽減させることに成功すると、④その価
値観や行動は強化されると共に、⑤他の組織構成員による共有が進む。この場合、「積極的
問題解決型」とは異なり、何が学習の主体に不安をもたらす原因なのかについては着目し
ていないため、問題自体の特定や根本的な解決には至らないと考えられる。しかしながら、
⑥問題 B と類似した不安を他の組織構成員が認知したとき、⑦他の組織構成員は同じ価値
観や行動を採用する。そして、⑧何らかの成果がもたらされることが繰り返し認められた
時、「積極的問題解決型」の学習プロセスと同様に、⑨組織構成員の間で共有と強化が進み、
企業文化が形成されるのである。(横尾(2006) pp.50-51)
この一連の流れを以下の図表 25 で示すことができる。
図表 25：「不安回避型」の学習プロセスと企業文化の形成
出所：横尾(2006) p.50
組織学習のプロセスに関しては、この 2 つのモデルを取り上げたが、このような組織学
習の内容には、大きく分けて認知的側面と行動的側面という 2 つの側面がある。Fiol and
Lyles (1985) p.806 認知的側面での発展とは、組織構成員によって改善される組織内にお
ける現象に関する認知パターンの変化である。一方で、行動的側面での発展とは新たな行
動の仕方や改善された認知パターンを反映した行動の変化とされている。
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Fiol (1985 p.807)では、組織学習に関する異なる 2 つの側面の関係性は図表 26 のように
なる。
図表 26：組織学習と変化
出所：Fiol and Lyles (1985) p.807
図表 26 における A~D のポジションに関しては、横尾(2006 p.54)にて次のように述べて
いる。
「ポジション A は、過去の成功によって進展した思考・行動様式が、深く浸透している官
僚的組織に多く見られ、そこでは新たな学習や変革の試みは成されない。このポジション A
は、変化と学習に対するインセンティブや必要性がほとんどない安定的かつ予測可能な環境
においてふさわしいとされ、こうした環境下にある組織は、これまでの戦略を維持するとい
うことが望まれている。ポジション B は、戦略の変更や組織構造の再構築が継続的に成され
ているものの、認知的な発展はほとんど起こらない。ここで行動的な変化とは、認知的な発
展によって改善された知識に基づくものではなく、正確な予測が困難な状況下にある組織が
損失を最低限に食い止めるために、その時点において効果的と思われる一時(適応)的な行動
を取ることを示している。ポジション C では、行動的側面での変化はあまり起きないが、認
知的枠組みの変化などの学習(認知的学習)が行われる。ここに位置する組織は、組織を存続
させてゆくための変革や革新が必須であるような激しい企業環境にさらされているが、大幅
な変化によって組織の方向性が失われてしまう危険がある場合に最も効果的である。ポジシ
69
ョン D は、行動的な変化と認知的側面での学習が盛んにおこなわれる傾向にあり、変化が激
しいものの予測がある程度可能な環境下においては効果的である。このような環境下では、
組織の内部が複雑な場合、環境変化から生じてくるかなりのストレスに耐えることが困難と
なることから、組織は明確なルールを持たず、学習や問題発見・解決を行えるようにするほ
うが効果的である。」(横尾(2006) p.54)
また、Fiol and Lyles (1985 p.810)では、組織学習の内容として取り上げられてきた『認
知的側面による発展(認知的学習)』には、さらに『低レベルの学習』と『高レベルの学習』
の 2 つのタイプの学習があるとされている。
『低レベルの学習』は、既存の組織構造やルールの中で生じる学習であり、企業に対し
ては短期的な影響を及ぼすにとどまる。その影響は企業の一部分に対してのみ影響を与え
ず、学習したことの反復の結果として考えられる。『低レベルの学習』は、ロワー・レベル
やミドル・レベルで行われることが多いが、組織のあらゆる階層で生じる学習である。
一方、『高レベルの学習』は、特定の活動などの具体的なものを対象とするのではなく、
組織全体に関わるルールや規範を改善することを目的としており、その影響は企業に対し
て長期間にわたり組織全体に影響を及ぼす。『高レベルの学習』は曖昧な内容を含む学習で
あることから、意思決定の価値基準などが決められる組織の上層部で一般的に生じる学習
である。
各々の学習の特徴や結果をまとめると、次の図表 27 のようになる。
図表 27：学習のレベル
出所：Fiol and Lyles(1985) p.810
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第２節 組織学習のプロセス
Fiol and Lyles(1985)が示した組織学習と変化のグラフにおいては、A から D の 4 つの
ポジションが存在することを指摘しており、このグラフにおいては企業の一時点を写像し
ているにすぎないと考えられる。しかし、実際の企業においては、常に企業を取り巻く環
境は変化しており、どこかのポジションに長期間停滞し続けることはないと考えられる。
そのため、組織学習と変化のグラフの中で、企業がどのように変化していくかについて検
討する必要があると考えられる。
ここで、4 つのポジションの中で企業が最も望む場所は、ポジション A であると考えら
れる。これは、認知的な発展も行動的な発展もそれほど必要とせず、企業の経営環境とし
ては非常に安定的な状態である場合であると考えられるためである。これまでの戦略を維
持し、実行していくことによって企業の存続が可能となるので、トップ・マネジメントを
始めとする組織構成員は、他のポジションに比べてストレスを感じることも少ないと考え
られる。
このような考えから、ポジション B・C・D にいる企業は組織学習を行い、変化するこ
とによってポジション A に戻ろうとする動きを取ると考えられる。Fiol and Lyles (1985
p.807)の図を用いて考えると、以下の図表 28 ようになると考えられる。
図表 28：組織学習と変化のパターン
Fiol and Lyles (1985) p.807 加筆修正
ポジション間の移動において、企業の動きには能動的なものと受動的なものがあると考
71
えられる。能動的であるか受動的であるかの判断基準は、企業を取り巻く環境変化に対す
る、企業の対応の取り方によって判断する。
能動的な場合は、企業自らが進んで環境変化を認知していき、その認知のつど、環境変
化に対応した行動を実施していくと考えられる。具体的な動きとしては、認知的発展と行
動的発展のどちらも同時に進行していくので、ポジション A からポジション D へと直線的
に進んでいくケースであると考えられる。
一方で受動的な移動が取られる場合は、A→D へと直線的に移動していくプロセス以外
の移動であると考えられる。ポジション A からポジション C へと進む認知的発展ばかりが
先行している場合や、ポジション A からポジション B へと進む行動的発展ばかりが先行す
る場合は、どちらも環境変化が顕著な状態になっており、認知および行動をせざるを得な
い状態になっていると考えられる。この場合には、企業は主体的に環境変化を認識しよう
としているのではないため、受動的な場合として分類することができる。
理想的にはポジションAから直線的にポジションDへと移行していく能動的な場合が望
ましい。認知しつつ、それに伴って徐々に行動も変化していくことであり、企業にとって
最も確実に組織学習を促進していくことができると考えられる。しかし、実際には、常に
能動的な場合が取れるとも限らず、環境変化が生じてから対応策を講じるという場合が大
多数である可能性がある。積極的に変化を認知していくよりかは、環境変化を認知せざる
を得ない状況に追い込まれてしまう受動的な事のほうが多いと考えられる。この場合のポ
ジションの動きとしては、①A→C→D→A、②A→B→D→A の 2 パターンがある。認知的
発展と行動的発展が両者同時に進行していくことよりも、どちらかの発展が先に発生する
ことによって、もう片方の発展も引き起こされると考えることが、実際の企業の動向に即
しているのではないかと考える。そして、この考えのもとに、2 つのパターンの検証を行
うこととする。
第１項 認知的発展主導(A→C→D→A)のパターン
このパターンは、認知的な発展が組織学習と変化を主導するものである。企業は、環境
適応が必要と認知した後に、対応策となる行動を取ろうとする場合である。ポジション C
では、組織を存続させてゆくための変革や革新が必須であるような激しい環境変化にさら
されているが、大幅な変化によって組織の方向性が失われてしまう危険がある場合に最適
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であるとされているが、激しい環境変化にさらされている企業が、そのような対応のまま
で存続していくことが可能であるとは考えづらい。激しい環境変化を認知しつつも、対応
策となる行動的発展を取らない場合には、環境変化を認知している意味は失われてしまう
だろう。つまり、ポジション C では、激しい環境変化は認知しているけれども、行動が変
わることによって企業が壊れてしまうことを恐れるため、傍観しているだけで、ほとんど
対応策を取らない状態であると考えられる。
ポジション C を以上のように考えた場合、企業はポジション C にとどまらず、行動的発
展を引き起こすことによって、ポジション D へ移行しようとする動きが必ず生じると考え
られる。ポジション D への移行は、意図的なものではなく、移行せざるを得ないという状
況が作り出すものである。言い換えれば、企業の存続を考えた場合、対応しなければなら
ない環境変化を認識しているのならば、対応策を講じない企業は存在しないはずなので、
必然的にポジション D へ移行することとなるのである。
このパターンは組織学習と変化という観点からは、最も効果的で効率的なパターンであ
ると考えられる。なぜなら、認知的な発展が組織学習を先導するので、企業は何をすべき
なのかを正確に認知することができており、その認知に基づいて行動的な発展が実施され
るので、行動的な発展の方向性が誤った方向に進んでいくことは無いと考えられる。この
一連の流れの中で組織学習が生じ、組織学習から生成された価値観や行動様式、つまりは
企業文化が、企業の外部環境に適合することとなる。一時的にではあるが、その時点では
企業の外部環境に対して企業文化は適応した状態となっており、安定的な状態がもたらさ
れると考えられるので、企業はポジション A に立ち返ることになると考えられる。
組織学習のレベルに関しては、高レベルの学習が先に行われ、その後に低レベルの学習
が行われるという流れが考えられる。企業を取り巻く外部環境の変化に対応しなければな
らないと認知する組織構成員の階層は、トップ・マネジメントを始めとする高レベル階層
の人間である。外部環境の変化自体はあいまいなものであり、その変化を認識することは、
直感的で洞察的な行動のもとに行われており、非ルーティーンな作業であるともいえる。
このことからも、認知的発展が先に来る場合には、企業では高レベルの学習が先に実施さ
れていると考えられる。
認知的発展が実施された後、行動的発展が始まるという流れになっているが、行動的発
展に伴う学習のレベルは、低レベルの学習であると考えられる。行動的発展はその名の通
り、企業の外部環境の変化に対応するために、新たな行動を取るものであるが、その行動
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は一時的なものではなく、反復され、企業内でルーティーン化され、組織構成員によく理
解された内容である必要がある。一時的な行動であった場合には、組織構成員にその行動
は定着せず、同じような環境変化が生じた場合に対応することができなくなる。つまり、
環境変化に適応した企業文化が形成されないこととなる。よって、行動的発展の段階にお
いては、低レベルの学習を中心とした組織学習が実施されていくと考えられる。
このように、認知的発展主導のパターンにおいては、認知的発展が生じたのちに行動的
発展が生じるというパターンのことを示している。そして、組織学習の内容としては、高
レベルの学習が実施されたのち、低レベルの学習が実施されるという流れになるといえる。
また、認知的発展主導のパターンは、第 1 項で述べた積極的問題解決型の学習プロセス
とも関連性が高いと考えられる。認知的発展によって、企業環境の変化が生み出す問題を
認識し、その問題を解消しようと行動を取ることによって行動的発展が発生する流れとな
っているが、積極的問題解決型の学習プロセスにこの流れは当てはまると考えられる。
第２項 行動的発展主導(A→B→D→A)のパターン
このパターンでは、行動的発展が組織学習と変化を主導するものである。企業は、経営
環境の変化によって生じた何らかの問題に対して、対応策を講じた後、その問題の原因は
何であったのかを改めて認識するといったパターンである。ポジション B は、企業内にお
いて何らかの行動的な発展が生じているが、その行動の変化は、認知的な発展によって改
善された知識に基づくものではなく、正確な予測が困難な状況下にある組織が損失を最低
限に食い止めるために、その時点において効果的と思われる一時適応的な行動を取ってい
るに過ぎない状態である。つまり、認知的発展に基づき論理的に行われた行動ではなく、
直近の問題を何とかするために取られた、その場しのぎの行動である可能性が高いと考え
られる。例えば、決算直前期に企業が何らかの原因で経営が悪化し、その損失を補填する
ために、設備などの資産を大量に売却するといった行動を取った場合、その行動は認知的
発展に基づく論理的なものではなく、あくまでもその場しのぎの行動によるものであると
考えられる。そのような行動がルーティーン化してしまった場合には、長期的経営として
望ましくない行動であっても、行動的発展が生じたと考えることができてしまう。つまり、
ポジション B に位置する企業は、行動的発展の側面から考えると、論理的な行動がとられ
なくなってしまう恐れがあるため、ポジション B に留まり続けることは望ましくないとい
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える。
Fiol and Lyles (1985)では、ポジション B では、戦略の変更や組織構造の再構築が継続
的になされていると例示として取り上げている。しかし、ここで問題となるのが、認知的
発展を伴わない戦略の変更や組織構造の再構築が継続的に行われてよいのかという事であ
る。戦略や組織構造は経営環境の変化に伴って、変化していくべきであると考えられ、経
営環境の変化をしっかりと認識するための認知的発展を伴わない戦略や組織構造の変化は、
企業にとって経営の不確実性を増加させ、害となってしまう場合もある。
また、認知的発展を伴わない行動的発展は、長続きしない可能性もあると考えられる。
組織構成員にある行動が定着する理由としては、その行動に関する理解が統一的に成され
ており、統一的な理解から企業文化が形成されていくことによって、行動が定着していく
からである。しかし、認知的発展を伴わない場合、組織構成員の行動に対する認識は、三
者三様となってしまい、その中から企業文化が生成されることはほとんどないと考えられ
る。
このような問題に対処する必要があることからも、ポジション B に位置する企業は、認
知的発展を生じさせることによって、ポジション D へと移行していくべきであると考えら
れる。ポジション B で取られた行動の原因は何であったのかを正確に認識することによっ
て、認知的発展を引き起こし、ポジション D へと移行していく流れを取ることとなる。
組織学習の内容としては、行動的発展主導のパターンは、認知的発展主導のパターンと
対して逆で、低レベルの学習から、高レベルの学習へと移っていくと考えられる。これは、
行動が変化し、行動が変化することとなった原因を認知するために組織学習を行っていく
流れが取られるためである。
また、行動的発展主導のパターンは、第 1 節第 2 項で取り上げた、不安回避型の学習プ
ロセスと関連性が高いと考えられる。不安回避型の学習プロセスにおいても、何らかの苦
痛や不安を与えた場合には、それらを回避するために一時的な反応を取り、その反応から、
価値観や行動様式といった企業文化を形成していくことを行っていくので、多くの部分に
類似性が見ることができると考えられる。
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第３項 検証の問題点と対応策
第 1 項、第 2 項の検証は、環境変化に対応するために取った企業の認知的発展と行動的
発展が効果を持つことを前提としている。つまり、企業は誤った認知や、意味のない行動
を取ることは無く、環境変化に対して何かを行えば、必ず効果を発揮するということであ
る。
しかし、この前提は理想に過ぎず、現実的にはこれほどうまくいくことは難しいと考え
られる。環境変化に対する認知を誤ってしまうこと、対応策として取った行動が効果をな
さないことなどは、企業を悩ませる大きな問題であることは、明白であるといえる。特に
問題となるのが、認知的発展主導のパターンにおいて、先に行われる認知を誤ってしまっ
た場合である。企業が認知を誤ってしまった場合には、その認知に基づいて行われる行動
およびその後にもたらされる行動的発展は、環境変化に対して全く意味をなさないものに
なってしまい、一連のプロセスが徒労になってしまうだろう。なお悪いことに、企業は環
境変化に対して認知を行い、対応策を取るため、企業自体に変化が生じており、その効果
が逆機能を発揮してしまった場合、企業の経営状態は大きく悪化してしまうことも考えら
れる。
このような問題に対する対応策としては、認知的発展および行動的発展に関する見直し
の頻度を多くするという方法が考えられる。認知的発展主導のパターンにおいては、認知
が正しいのかを確認することが重要となるが、認知自体が正しいのかを判断することは判
断基準が明確でない以上、難しい問題となる。そのため、認知に基づいて取った行動が、
企業が予測した通りの効果を発揮しているかどうかを検証することによって、認知が正し
いものであったのかどうかの判断を行えば良いと考えられる。一方で、行動的発展主導の
パターンにおいては、行動が先に実施されているので、行動に対して後から行われる認知
が、環境変化に対して一致したものであったかどうかを検証する必要がある。
対応策をこのよう考えた場合、認知的発展主導のパターンと行動発展主導のパターンの
どちらもフィード・バック・コントロール(以下、FBC)であると考えられる。結果的にと
った認知や行動が正しかったのかを判断するので、結果を判断する時点は、環境変化に対
して若干の遅れを取ってしまう可能性がある。そのため、フィード・フォワード・コント
ロール(以下、FFC)の考え方も取り入れる必要がある。企業が行った認知および行動がど
のような結果をもたらすのかを事前に検討し、常に変化している経営環境に対して効果を
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もたらすのかを考慮する必要がある。企業の経営環境の変化というすでに不確実性を伴う
ものに対して、予測をかけるので、その予測は不確実性が増大することは避けられない。
しかし、FFC をかけながら認知や行動を取っていくことは、企業が誤った方向に何の疑念
も持たずに進んで行ってしまうという問題を軽減することができると考えられる。
ここまでは、既存の市場において FFC を用いることが重要であると述べてきたが、さ
らに発展した FFC が存在すると考えられる。それは、既存の市場のみに焦点を当てるの
ではなく、将来的に発生すると考えられる新しい市場を想定して FFC を実施していくと
いうものである。既存の市場に対する FFC は、競合に対して競争優位性を生むとしても、
そこには限界があるといえる。そのため、さらなる企業の競争優位性を獲得しようとする
のであれば、必然的に企業は新規市場を発見し、開拓していく必要がある。
ここで問題となるのが、新規市場は不確実性が高く、新規市場への参入失敗の場合には、
経営資源の浪費となる恐れがあるという事である。この問題に対して、まず、将来の新し
い市場を想定し、様々な不確実性を検討することによって企業が取るべき行動を明確にし
ていくことが必要となる。そして、企業が取るべき行動に対して FFC を実施することに
よって、行動がもたらす結果の確実性を確保できる可能性が高まるものと考えられる。そ
の結果として、企業が新規市場において競争優位性を早期に生み出す源泉を確保すること
が可能となる。また、将来の新しい市場を想定した FFC は、企業内に新規市場を獲得し
ようとする動きを創造し、より一層新規市場を作り出し、獲得することに対するインセン
ティブをもたらすと考えられる。
FBC が存在する企業の中に、FFC が定着するためには、企業全体としてその必要性を
認知する必要がある。そして、最終的には FFC が当然に実施される企業文化が構築され
る必要がある。FFC の必要性を認知するために大きな効果を持つと考えられるのは、FBC
のみで環境変化に対応しようとし、失敗することである。FBC という現状の手段を持って
のみ環境変化には対応しきれないことを、企業全体で認知することによって、FFC の必要
性を認知することとなる。FFC を定着させる方法としては、FFC を取り入れた後、環境
変化に対して実施した対応策から成功体験を持つことである。成功することによって、
FFC は正しい方向性に進むことを支援するものであるという価値観を作り出し、そのよう
な企業文化を作り出すのである。
この一連の FBC に関する限界の認知と FFC 導入の流れは、組織学習の認知的発展主導
のパターン当てはまるといえる。
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第４項 小括
本節では、組織学習のプロセスに関する 2 つのパターンを取り上げたが、企業にとって
重要なことは、自社がどのポジションに位置しているかという事を正しく認識することで
ある。認知的発展主導のパターンによって、積極的問題解決型の学習プロセスを取ってい
くことは、経営環境の変化に対して能動的に行動を取っていけると考えられる。企業にと
ってもこのパターンが理想的である。しかし、突発的な環境変化が発生し、認知を行う前
に企業が行動を取らなければならない場合も必ず存在する。結局のところ、どちらの学習
プロセスのパターンを取るかは、経営環境の変化に依存しているのである。
経営環境が変化したことに対して、企業がポジション A からどの方向に移動していった
のかを正確に把握しておくことが必要である。また、把握するためのプロセス自体に関し
ても組織学習を行っておく必要がある。
また、企業経営を行っていく上では、企業がポジション A に位置することが理想的であ
るので、ポジション A 以外に位置する企業は、ポジション A に回帰できるように認知的発
展と行動的発展を取り入れた企業文化を生成していくことが重要であると考えられる。
第３節 組織学習におけるトップ・マネジメントとミドル・マネジメントの役割
第１項 組織学習におけるトップ・マネジメントの役割
Nadler and Shaw(1995)(邦訳(1997) p.48)では、環境変化に対応するための組織学習を
行っていく際、トップ・マネジメントに対して次の 3 つの課題が生じるとしている。
①認識させるという課題
②戦略を選択するという課題
③組織的な変革マネジメント
①認識させるという課題は、環境変化が生じていることを認識し、変革の必要性を示し、
組織学習を発展させるというものである。前節で述べた認知的発展と同様の事であり、ト
ップ・マネジメントは、環境変化を認識するという能力が重要であると考えられる。環境
変化が業界に対して大きな変革をもたらしたとき、企業にとって組織変革は必須の条件と
なる。この変化に対して、トップ・マネジメントが早期に対応策を講じることができれば、
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対応策が成功することが多くなると考えられる。逆を返せば、認識することが遅れた場合、
多くのことが手遅れになっている可能性も考えられる。そのため、企業の周囲に築かれて
いる状況を認識する能力がトップ・マネジメントには要求されるといえる。
②戦略を選択するという課題は、環境変化によって安定的だった企業経営が変革を要求
された場合に、組織の基本戦略を再構築していくことである。この課題は、前節で述べた
行動的発展と同様のものであると考えられる。戦略的な対応としては、「営業活動のやり方、
新しい製品やサービスの開発、ポートフォリオの変更、新しいタイプの動機づけ、品質の
改善」(Nadler and Shaw(1995)(邦訳(1997) p.48))などがある。このような戦略的な対応が
トップ・マネジメントから提示されることによって、実行される組織学習の方向性も定ま
ると考えられる。
③組織的な変革マネジメントは、①認識させるという課題、②戦略を選択するという課
題に関して対処した後に、企業全体を通して実施するという動きを取り続けるようにする
ことである。認識し、戦略を選択したとしても、対応策が企業全体として行われなければ、
何の意味も持たないものと化してしまう恐れがある。そのため、トップ・マネジメントは、
ミドル・マネジメントを通して、フロント・ラインの組織構成員にまで組織変革の必要性
を伝え、行動を取らせる必要がある。組織的な変革マネジメントまで完了することによっ
て、環境変化に対応するための正しい方向性を持った組織学習が実施される組織学習が成
り立つものと考えられる。
3 つの課題のうち、①は認知的発展と類似し、②は行動的発展と類似すると考えられた。
そして、課題①を行った後に、課題②に取り組むという順番になっているので、トップ・
マネジメントの役割としては、認知的発展を行った後に、行動的発展をとるべきであると
いう考えに対して合致した順番を取っているものと考えられる。
第２項 組織学習におけるミドル・マネジメントの役割
Charles and Stopford (1992)(邦訳(1996) p.240)では、「ミドル・マネジメントはマネジ
メントを実践する鍵だけでなく、新しい考え方を定着させる上でも、重要な役割を果たす」
と述べている。これまで組織学習に関してトップ・マネジメントの役割を中心的に考察し
てきたが、トップ・マネジメントは現場に対して直接的に影響を与えるというよりは、ミ
ドル・マネジメントに価値観やビジョンを伝達して、それを解釈したミドル・マネジメン
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トが、フロント・ラインの組織構成員に伝達するというものである。
しかし、組織学習はトップ・ダウンで発生するのみではなく、組織内の様々な部分から
生じると考えられる。トップ・マネジメントは企業の環境変化に対して敏感である必要が
あり、迅速に対応する必要がある。しかし、それと同時に組織構成員、特にフロント・ラ
インの人間は環境変化を直に感じ取っているので、企業が変化していかなければならない
と感じ取る機会は多いものと考えられる。そして、フロント・ラインの組織構成員が変化
の必要性を感じ、対応策を講じることを考え行動に移そうとする時、その管理を行わなけ
ればならないのは、ミドル・マネジメントである。ミドル・マネジメントは、フロント・
ラインの組織構成員から上げられた組織学習の必要性や提案に関して検証し、必要がある
場合には、トップ・マネジメントにまでその案件を提出する必要があることもある。その
後、ミドル・マネジメントが必要と考えた場合およびトップ・マネジメントからの承認が
得られた場合には、組織変革を目的とした組織学習が実施されることとなる。
このように組織学習のためのアイディアは、トップ・マネジメントのみならず、フロン
ト・ラインの組織構成員からも生じる可能性が十分にあると考えられる。このアイディア
が創発戦略につながっていくものであると考えられる。そして、ミドル・マネジメントは、
フロント・ラインから上がってくるアイディアを管理し、創発戦略の発生を促進する必要
がある。
また、ミドル・マネジメントが創発戦略を推進するような企業文化を作り出す必要があ
ると考えられる。「伝統的に要求されてきたミドル・マネジメントの役割は管理と情報伝達
である」(十川 (1998) P.34)と述べており、あくまでも現状で円滑に業務を行うことを目的
とした役割であると考えられる。この場合、フロント・ラインの組織構成員から生まれた
アイディアや、そこから発生する創発戦略に関して考察することはミドル・マネジメント
の役割に含まれておらず、創発戦略を実現しようとする動きは取られなくなってしまうと
考えられる。
この問題に対して、創発戦略を推進するような企業文化を作り出すことが、創発戦略を
生み出す 1 つの要因となると考えられる。このような企業文化が構築されなかった場合に、
ミドル・マネジメントに創発戦略を推進するという役割を与えたとしても、伝統的な管理
と情報伝達のみを行ってきたミドル・マネジメントにとっては、大きなリスクを抱えたと
感じてしまい、自己の立場を保持するために、革新的な活動を実施しない可能性が生じて
くると考えられる。そこで、ミドル・マネジメントを取り囲む環境に、創発戦略を推進す
80
る企業文化を作り出すことが重要となる。
ここで、十川(1998 p.35)では、「ミドル・マネジメントとイノベーション戦略」に関し
て図示しており、その構成要素として、「イノベーション戦略」「ミドル」「一般従業員」「構
造(プロジェクト・チームなど)」「情報収集・処理」「システム(人事評価、動機づけ)」を挙
げている。
この構成要素において「イノベーション戦略」を論文執筆者は、創発戦略と置き換え、
企業文化という要素を追加したいと考える。「イノベーション戦略」を創発戦略と置き換え
るのは、ここまでで、ミドル・マネジメントの役割としては創発戦略の推進を取り上げて
きたためである。「一般従業員」はフロント・ラインの組織構成員と置き換える。
ミドル・マネジメントと創発戦略に関して図示したものが、以下の図表 29 になる。
図表 29：ミドル・マネジメントと創発戦略の関係
出所：十川(1998) p.35 を参考に論文執筆者作成
創発戦略とミドル・マネジメント、ミドル・マネジメントとフロント・ラインの組織構
成員の関係性に関しては、上記で述べた通りである。構造(プロジェクト・チームなど)と
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ミドル・マネジメントの関係性は、権限委譲の程度によるが、ミドル・マネジメントが構
造を決定し、その構造からアイディアなどを得るというものになっている。フロント・ラ
インの組織構成員と構造の関係性は、構造によってフロント・ラインの組織構成員の配置
などが変化し、そのことで新たなアイディアなどが生まれるというものである。システム
(人事評価、動機づけ)とミドル・マネジメント及びフロント・ラインの組織構成員の関係
性は、システムによってミドル・マネジメント及びフロント・ラインの組織構成員が動機
づけられるというものである。情報処理・収集に関しては、業務を実施していく上で、創
発戦略を除く全ての構成要素に関連する。また、企業文化は価値観や行動様式であるので、
情報収集・処理と同様に創発戦略を除く全ての構成要素に関連する。
ミドル・マネジメントは、創発戦略を推進するためにはこれらの構成要素が関連してく
ることを認識する必要がある。構造そのものの変革や、構造を変化させる期間の長短など
によってもたらされる影響や、システムの動機づけによる影響をミドル・マネジメントは
認識し、管理してゆくことが重要である。また、創発戦略が生み出される企業文化が作り
出されてきた際に、ミドル・マネジメントはその企業文化の定着を図るように、フロント・
ラインの組織構成員に働きかけることが必要であると考えられる。そのためには上下左右
のコミュニケーションを密に取ってことが重要である。
ここまでで、ミドル・マネジメントが創発戦略に対応する役割の重要性に関して述べて
きた。一方で、ミドル・マネジメントの伝統的な役割と考えられてきた「管理と情報伝達」
(十川 (1998) P.34)という役割が薄れているわけではないという事を考慮しておく必要が
ある。ミドルという言葉通り、トップとフロント・ラインを取りつなぐ役割を有しており、
企業内における多くの情報が行き交う場所である。そのため、伝統的な役割と、創発戦略
を推進するような役割の両方を実行していくことが、ミドル・マネジメントの役割として
要求されることであると考えられる。
ここまでではミドル・マネジメントと創発戦略の関係性に関して重点を置いて述べてき
たが、重要なこととしては、ミドル・マネジメントがトップ・マネジメントとフロント・
ラインの従業員との情報の橋渡しを行う必要があるという事である。そして、そのような
役割を果たしている中で、創発戦略が生まれるプロセスも取り入れられていくことが望ま
しいと考えられる。
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第４節 組織学習とマネジメント・コントロール・システムの関係
第１項 組織学習のレベル・プロセス
野中(1990 p.90)では組織学習に関して、「組織的知識創造プロセス・モデル」を提唱し
ており、これは組織的知識創造の概念枠組みとして用いることができる。
この知識創造プロセス・モデルの検討に入る前に、『暗黙知』と『形式知』の概念につい
て取り上げる。形式知は、客観的で定量化できる知識であり、明確な言語・数字・図表で
表現されているものが考えられる。一方で、暗黙知は、主観的・定性的で定量化・文書化
が困難な知識であり、はっきりと明示化されていないメンタル・モデルや体系化された技
能などが考えられる。以下の図表 30 が、暗黙知と形式知の関係性について取り上げたも
のである。
図表 30：暗黙知と形式知
出所：野中(2000) p.4
そして、暗黙知と形式知の 2 つの相互補完的な知識を相互変換していく中で、組織の中
での知識創造がなされていくとする『SECI モデル』が提唱されている。SECI モデルにお
いては、暗黙知と形式知の関係の組み合わせによって、4 つのパターンを作り上げている。
組織構成員が保有する暗黙知に関して、実務を通して同じことを行うことによって組織構
成員同士が共感し合い、暗黙知が共有されることを『共同化』という。組織構成員の中で
共有されている暗黙知に関して、明示的な言葉や図などを用いて組織構成員内で形式知と
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して取り扱おうとすることを『表出化』という。既存の形式知と表出化によって現れた新
たな形式知を組み合わせて、体系的な形式知を作り出そうとすることを『連結化』という。
そして、連結化によって作り出された形式知が、組織構成員によって実践され、次第に暗
黙知となっていくことを『内面化』という。これら 4 つのパターンの頭文字を取ったもの
が、SECI モデルである。以下の図表 31 において、4 つのパターンの関係性について表し
ている。
図表 31：SECI モデル
野中 (2000) p.5
SECI モデルに関しては、あくまでも組織構成員個々人を対象として作られたモデルで
ある。一方で、組織全体としての組織的知識創造プロセス・モデルは、以下の図表 32 も
のとなっている。
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図表 32：組織的知識創造プロセス・モデル
出所：野中(1990) p.90
このプロセス・モデルからは、学習活動は個人、集団、そして組織レベルの 3 つの段階
から成り立っていることが分かる。
野中(1990)において、学習活動における 3 つの段階の中で、それぞれに関する 10 個の
命題を示している。命題 1,2 は個人レベル、命題 3,4 は集団レベル、命題 5~10 は組織レ
ベルに関連する命題を示している。
1. 組織的知識創造の源泉は組織内の個人的知識創造であり、その個人的な知識創造は
組織成員の意図(思い)と与えられる自立性によって促進される。
2. ゆらぎないしカオスの創発は、組織成員の原点遡及的な学習への誘因と情報・知識
創造の可能性を生み出す。
3. 集団という場の設定は、創造的対話を通じて、集団成員間の暗黙知の共有を促進し、
集団レベルの概念を創造する契機となる。
4. 集団レベルの概念想像を通じて個人的知識は組織知識創造へと向かって増幅され
る。
5. 組織的知識創造の不可逆性、活性化、組織の信頼とセルフ・コントロールは、情報
冗長性に依存する。
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6. 組織的知識創造の効率は、最小有効多様性に依存する。
7. 組織的知識は、組織に先行的に共有されている価値観によって正当化される。
8. 組織は緩やかな意味ネットワークの生成によって、成員の知識を組織的知識に体系
化する。その体系化の在り方は戦略的問題であり、それにより資源配分が展開され
る。
9. 組織的知識は知識創造の一回的産物ではなくて、再び新しい組織的知識創造の期限
になる。すなわち、組織における形式知と暗黙知は上向的な相互循環・補完関係を
もつ。
10. 組織的知識の心理性は、組織の指導者ならびに成員の志の高さに依存する。
(野中 (1990) pp.69-90)
1 から 10 までの命題の流れとしては、ある組織構成員によってもたらされる暗黙知を、
組織全体の形式知として発展させるという事であると考えられる。組織構成員が関与する
業務において問題が発生し、それを解消するための対応策を講じ、成功することで、個人
レベルでの学習が行われる。この個人レベルでの学習によって得られるのが暗黙知である。
その後、その組織構成員は、属する集団に対して暗黙知を広めようとする活動を行う。こ
こで、個人レベルの知識創造の段階で形成される個人の暗黙知は、そのまま組織にとって
意味のある知識創造につながる場合もあるが、一方で、その後発展せず、個人レベルにと
どまる場合もある。これは、暗黙知の特殊性が強く、ごく限られた環境下でのみその暗黙
知が有効である場合であり、集団及び組織全体として普遍的になるものではないことも有
り得るためである。そのため、個人レベルの知識創造が組織的知識になるためには、集団
レベル及び組織レベルにおける知識創造プロセスを通過する必要があるといえる。
集団レベルの知識創造の段階では、暗黙知が具体化されるプロセスが実行されるが、具
体化される過程で組織内において、合理性がある知識とみなされ、正当化される必要があ
る。暗黙知の利用が個人レベルでうまくいっていたとしても、具体的なプロセスとして利
用する集団の規模が拡大していくにつれて、不具合を生じさせる可能性は高くなると考え
られる。そのために、集団レベルで具体化されたプロセスが、組織内全体において概念と
して正当化されるためには、組織レベルでの知識創造の段階において正当かとその実現の
支援が必要とされる。この一連の流れを通して、暗黙知が形式知へとつながっていく「組
織的知識創造プロセス・モデル」が成り立つのである。
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また、個人、集団、組織の学習のレベルに関しては、Crossan, Lane, and White(1999
p.525)において同様のレベルを用いて、学習のレベルとプロセスを取り上げている。以下
の図表 33 が学習のレベルとプロセスをまとめたものとなる。
図表 33：学習のレベルとプロセス
出所：Crossan, Lane, and White(1999) p.525 より論文執筆者作成
この Crossan, Lane, and White(1999)図表 33 は、野中(1990)における 10 の命題と同様
の内容となるが、学習のレベルとプロセスに関して、より理解のしやすいものとなってい
ると考えられる。組織学習は、個人レベルの直観という主観的なものから始まり、組織全
体での制度化という客観的なものへ変化する過程で、どのようなインプット及びアウトプ
ットがなされていくかが表されている。
直感はあくまでも組織構成員個人が行うものであるので、集団や組織全体として直感が
なされることは無い。そのため、個人が行った直感から得られる経験に関して、他の個人
や集団とその直感に関して共有するには、イメージやメタファーを用いて経験の共有を行
う必要がある。次に、解釈は、個人レベルと集団レベルの両方で行われる。その解釈は、
ある経験などを理解しようとするため、意識的に行われるプロセスである。解釈には、イ
ンプットとして言語が用いられる。言語を用いて個人は解釈を行い、自身の中で認知マッ
プを作成し、会話/対話を用いることで他の個人との共有を図る行動を取る。しかし、個人
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の解釈は多様なものとなるので、集団における解釈を行うことによって、多様性を排除す
ることが行われる。この多様性を排除し、一貫性を持たせるプロセスは統合とも考えられ
る。共有された理解が、相互調整や相互システムへと発展していくことによって、一貫性
のある集団的な行為を生み出すこととなる。最後に、組織として制度化がなされることに
よって、個人の直観が組織的な制度化へと発展する。この制度化においては、集団レベル
で発展した相互システムが、組織にとって有用であると認知された時にルーティーンとな
り、ルールや手続きといった公式的なものへと発展するのである。(古澤 (2007) pp.20-21)
ここまでで、組織学習のレベル・プロセスに関して考察してきたが、個人レベルから発
展して組織レベルまで至った組織学習から得られた知識が、将来的に有効であり続けるこ
とは困難である。つまり、一度制度化された知識も、環境変化によって有効性を喪失する
可能性があるという事である。この問題に対して Crossan, Lane, and White(1999)では、
ダイナミック・プロセスとしての組織学習を提唱しており、それが以下の図表 34 となる。
図表 34：ダイナミック・プロセスとしての組織学習
出所：古澤(2007) p.21(Crossan, Lane, and White(1999) p.532 より古澤氏作成)
ダイナミック・プロセスとしての組織学習では、個人から組織といったレベルの議論に、
フィード・バックとフィード・フォワードの 2 つの概念を取り入れている。フィード・バ
ックとしては、組織全体として制度化された知識を個人レベルに落とし込むことを目的と
している。一方で、フィード・フォワードとしては、個人レベルの知識を組織レベルに発
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展させることを目的としている。環境変化に対応することを目的とした場合、フィード・
フォワードの組織学習のプロセスが非常に重要となってくる。なぜなら、個々人が感知す
る環境変化は多様であり、様々な変化を組織全体として認識するプロセスを有することが
環境変化に対応するためには有効であると考えられるためである。
よって、組織学習を検討するにあたっては、個人、集団、組織といったレベルを考える
ことも重要となるが、フィード・バック及びフィード・フォワードの概念も取り入れるこ
とが重要視される必要があると考えられる。
第２項 組織学習を促進させるマネジメント・コントロール
組織学習とマネジメント・コントロール・システムの考えるにあたって、伊藤(2011)で
は、イネーブリング・コントロール(Enabling control)を取り上げている。イネーブリング・
コントロールの本質について伊藤(2011 p.149)は、「イネーブリング・コントロールの本質
は、組織学習を促進するマネジメント・コントロールである」と述べている。
また、Adler and Borys (1996)では、官僚制の 2 つのタイプとして、イネーブリングな
官僚制と強制的な官僚制を取り上げて比較している。強制的な官僚制は、厳格なトップ・
ダウン型の組織形態となるので、ボトム・アップを受け入れる柔軟性は乏しいと考えられ
る。一方で、イネーブリングな官僚制は、「従事する従業員の仕事を効率化し、従業員のコ
ミットメントを強化する」(Adler and Borys (1996) p.83)という組織形態となっているの
で、従業員からの提案や、組織への参加度を高めることができると考えられる。この点か
らも、イネーブリングという考え方を取り入れたマネジメント・コントロールは、組織構
成員の組織に対するコミットメントと高めることを可能とする。そして、組織に対する貢
献意欲が高い組織構成員からは、活発な組織学習がなされると考えられる。
イネーブリング・コントロールのマネジメント・コントロールとしての目的は、目標水
準や業務改善の具体的手段が定まっておらず、事前に達成すべきことが企業全体において
明確になっていないような状況下で、組織学習活動を活発化させることである。(伊藤(2011
p.152))この目的から考えるに、イネーブリング・コントロールは、企業環境が常に変化し
ているような状況下において、効果を発揮するものであると考えられる。環境変化が起こ
っている場合には、目標水準や具体的手段をしっかりと明確にしてから対応策を講じるこ
とよりも、目標水準や具体的手段を模索しながら対応策を講じていくことが考えられる。
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そして、対応策を模索していく中で、企業は組織学習を行っていくのである。
イネーブリング・コントロールと区別はされるが、併用されるコントロールとして、強
制的コントロールがある。強制的コントロールでは、目標水準や具体的手段はすでに明確
にされており、組織構成員に定めたことを実行させることを目的としている。
2 つのコントロールの比較として伊藤(2011 p.156)において次の図表 35 のようになる。
図表 35：強制的コントロールとイネーブリング・コントロール
出所：伊藤(2011)p.156
2 つのコントロールの間にある大きな違いとしては、組織構成員に考える余地を与える
か否かであると考えられる。この違いの結果として、期待される効果に相違が生まれてく
る。強制的コントロールの期待される効果は、効率性の向上であり、これは従業員に考え
させることを行わせず、目の前の作業を徹底的に効率化させることを目標としていること
がわかる。強制的コントロールの場合、組織学習の点から考えると、効率化に関する組織
学習は行われるが、環境変化に対応しようとする組織学習はほとんど行われないと考えら
れる。
一方で、イネーブリング・コントロールの期待される効果は、創造性の促進であり、組
織構成員に考えることを要求していることがわかる。明確な目標水準や具体的手段が規定
されていない分、組織構成員に考える余地を多く残されていると考えられる。イネーブリ
ング・コントロールの場合、組織学習の点から考えると、創造性が求められる組織学習が
行われるので、環境変化に対する対応策を生み出すことが可能になると考えられる。トッ
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プ・マネジメントは環境変化に対して敏感である必要があるが、最も直接的に環境変化を
感じ取るのはフロント・ラインの組織構成員である。そのフロント・ラインの組織構成員
に考える余地を与えた組織学習を行わせることが、環境変化に対して効果的かつ効率的な
対応策を講じることができるようになる 1 つの要因となり得ると考えられる。また、創造
性の促進が目的であっても、創造性の中には業務の効率化も含まれていると考えられるの
で、イネーブリング・コントロールによって、強制的コントロールの目的を包含すること
ができるものと考えられる。
しかし、イネーブリング・コントロールの 1 つに集中して、強制的コントロールを全く
用いないという選択はすべきでなく、2 つのコントロールは併用するべきであると考える。
それは、企業が組織構成員に求める水準が異なってくると考えられるためである。フロン
ト・ラインの組織構成員、特に単純作業を行っているような組織構成員に企業が期待する
ことは主に作業の効率化であり、その中から副次的に創造性が生まれてくれば良いと捉え
ていると考えられる。また、目の前の作業のみを考えているような組織構成員に創造性を
求めることが、逆に混乱を生じさせてしまう恐れもあると考えられる。一方で、ある程度
の権限委譲がなされている組織構成員に対して企業が期待することは、効率化も含めた創
造性である。
このように組織構成員に対して求める水準ごとに用いるコントロールを選択することに
よって、コントロールという業務自体を効率的に実施することができると考えられる。
第３項 イネーブリング・コントロールの 4 つの特性
Adler and Borys (1996)では、イネーブリング・コントロールの 4 つの特性として、修
復可能性、部門内透明性、全体透明性、柔軟性を挙げている。この 4 つの特性の内容に関
して、伊藤(2011 p.158)は次の図表 36 のように説明している。
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図表 36：イネーブリング・コントロールの 4 つの特性
出所：伊藤 (2011) p.158
「修復可能性」と「柔軟性」は、フロント・ラインの組織構成員に対してどの程度権限
委譲がなされているかに関する指標となる。「修復可能性」は、「業務プロセスにおいて問
題が生じた際に、担当者自らがそれを修復(直接介入)できる。」(伊藤 (2011) p.158)と定義
づけられている。担当者に対して十分な権限委譲がなされている場合には、生じた問題の
改善活動に直接介入することができるため、問題がどのように解消されていくのかに関し
ての知識が現場に蓄積されていく。しかし、権限委譲がなされていない場合には、業務プ
ロセスの改善活動に担当者が全く関与することができないので、担当者や現場は、問題が
解消されたとしても、それがどのようにしてなされたのかについての知識を蓄積すること
はできない。また、その知識を得ようとする意思を持たなくなる可能性も考えられる。
「柔軟性」は、「コントロール・システムをどのように利用するか(利用停止も含む)が、
担当者に一任されている。」(伊藤 (2011) p.158)と定義づけられている。これも十分な権限
委譲がなされているかどうかによって、担当者や現場に与える影響は「修復可能性」と同
様のものとなってくると考えられる。コントロール・システムの利用を判断する権限委譲
が担当者や現場に与えられている場合には、そのコントロール・システムが必要かどうか
に関して十分な検討を行ったうえで、判断を下すと考えられる。また、その検討の中で変
更する必要のある問題点を発見した場合、「修復可能性」に則って修復を行うことができれ
ば、より良いコントロール・システムを構築することができると考えられる。しかし、「柔
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軟性」に関する権限委譲がなされていない場合には、担当者や現場は、トップ・ダウンで
おりてきたコントロール・システムに関して、それが適切なものなのかどうかに関して考
えることを行わずに採用してしまうと考えられる。
「修復可能性」と「柔軟性」は担当者や現場に対する権限委譲の程度をあらわすもので
あると述べたが、その結果としてもたらすものは、組織学習がどれほど促進されていくか
という事であると考えられる。
「部門内透明性」と「全体透明性」は、どの程度フロント・ラインの組織構成員に対し
て、コントロール・システムに関する情報が与えられているかということに関連している。
「部門内透明性」は、「業務プロセスの特定部分がどのように機能しているかを、担当者が
理解している」(伊藤 (2011) p.158)と定義づけられている。これは、業務プロセスによっ
てもたらされる結果が業務プロセスとどのような因果関係が存在するのかに関して担当者
が理解しているという事である。業務プロセスと結果の間にある因果関係に関して担当者
が理解していない場合には、何らかの問題が生じた場合に、その原因を特定することが困
難になると考えられる。そして、担当者は与えられた業務プロセスを実施するだけのもの
となってしまい、創造性の欠如を引き起こす。
「全体透明性」は、「個々のプロセスがシステム全体に対してどのように関連している
のかを、担当者が理解している」(伊藤 (2011) p.158)と定義づけられている。これは、個々
のプロセスがシステム全体に対してどのように関連しているのかを担当者が理解すること
によって、全社最適をもたらすような活動を取ることが可能となることもたらす。個々の
プロセスをいかに改善しても、ただ単に部分最適を引き起こすだけの場合は、その改善は
行わないほうが全社的には望ましいといえる。そのため、「全体透明性」を満たすことに
よって、担当者に採用する改善策が全社最適なものであるかどうかに関して検討させてか
ら業務プロセスの改善に取り組ませることができると考えられる。
第４項 組織学習におけるイネーブリング・コントロールの必要性
第 2 項でイネーブリング・コントロールの 4 つの特性に関してそれぞれ見てきたが、中
心にある概念としては、『考える』という事と『考えるための情報』であると考えられる。
担当者や現場に対して、『考える』という機会を与えることは、現状に対して何らかの問題
意識を持たせ、改善活動に取り組ませるための機会となるといえる。その機会を与えない
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という事は、必然的に担当者や現場の組織構成員を業務プロセスの処理活動のみに集中さ
せてしまい、強制的コントロールと同様に、効率化のみが図られるという結果をもたらす。
効率性の追求は、創造性を排除する可能性を有しているので、創造性を有する組織学習が
展開されることが望まれなくなる。
『考えるための情報』は『考える』ことが認められている場合でも、その材料が存在し
ない場合には、『考える』方向性を誤ってしまう恐れがある。そのため、この 2 つの要素
を満たすこと、つまりはイネーブリング・コントロールの 4 つの特性をもったマネジメン
ト・コントロール・システムを構築することによって、組織学習は促進されていくと考え
られる。
そして、イネーブリング・コントロールの特性を持った組織学習は、環境変化に対して
迅速な対応が可能となると考えられる。なぜなら、環境変化の実態に最もさらされている
フロント・ラインの組織構成員による組織学習が活発に行われるため、その組織学習は常
に環境変化の現状を考慮したものとなると考えられるためである。
最終的には、環境変化に対応した組織学習がなされることによって、組織学習から作り
出される企業文化も、環境変化に適応したものが醸成されると考えられる。
第５節 コントロール・パッケージ内での組織学習の影響
第 5 節では、計画、サイバネティック・コントロール、報酬・俸給、管理的コントロ
ールの 4 つのコントロールが実施される中で行われる組織学習によって、文化によるコ
ントロールに対してどのような影響を与えるかについて検討する。
(1) 計画における組織学習が文化によるコントロールに与える影響
計画において行われる組織学習は、必要と定められた情報を収集するのみならず、新し
い情報を取り入れることによって環境変化に適応しようとすることを可能とすると考えら
れる。新しい情報の存在は、従来の計画において想定していないものが存在することを意
味しており、環境変化が生じているという事を察知するためのものとして捉えることがで
きると考えられる。
計画の策定段階においては、策定されて計画に沿って組織構成員が活動していくと考え
られるが、その活動の中で当初予定していなかったことなどは当然のように発生すると考
えられる。そのような偶発的な状況から組織構成員が学習活動を行い、対応策を講じるこ
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とによって、次に同じような状況が発生した場合に対処できるようになる。また、新たな
機会を発見したような場合には、本章第 3 節 2 項で取り上げた創発戦略につながることも
期待できると考えられる。
このように新たに生じた事象から情報を収集することによって、計画というコントロー
ル手段に用いる情報が増加するため、計画をより良いものに作り上げることを支援するこ
とができると考えられる。このような組織学習プロセスのもとで、バリューに関しては、
新しい情報を取り入れることの必要性や有用性を認識する価値観を作り上げることができ
ると考えられる。クランに関しては、規定された情報のみならず、様々な情報に関しても
配慮するという行動様式が構築されると考えられる。そしてシンボルに関しては、計画に
おいて、新たな情報を取り入れることを公式化した制度・規範が構築されると考えられる。
このようにして、新たな情報を取り入れるプロセスを経ることによって、文化によるコン
トロールが環境に適応し続けることが可能になると考えられる。
(2) サイバネティック・コントロール及び報酬・俸給における組織学習が文化による
コントロールに与える影響
報酬・俸給における組織学習は、報酬・俸給のコントロール単体で行われるものではな
く、サイバネティック・コントロールにおける業績測定に関連しながら行われると考えら
れる。そのため、関連性が高いことからサイバネティック・コントロールを一括りにして
検討を行うこととする。
サイバネティック・コントロールにおいて行われる組織学習は、予算などの目標を達成
し、良い評価を受けるために、業務の有効性、効率性を向上させる方策を組織構成員が考
え行動していくことと考えられる。
予算などの目標設定に関する組織学習に求められることは、計画の部分で述べたことと
同様の組織学習が行われることが求められる。一方で、業績評価における組織学習に求め
られることは、現場レベルで重視されている事項と、業績評価に用いる指標との関連性が
高くなるようになることである。業績評価に用いる指標は、トップ・ダウンによって定め
るのではなく、現場が重視している事項を指標として取り込むべきであり、このことによ
ってより良い業績測定システムを構築することができると考えられる。また、現場から生
まれた評価尺度を用いて業績評価を用いることによって、フロント・ラインの従業員の業
務に対するコミットメントが上昇すると考えられる。
このように現場が重視する業績評価尺度を取り入れるサイクルが構築されることによ
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って、現場は何をすべきなのか、どう実施すべきなのかという事を必然的に考えることに
なる。そして、そのようなことが制度・規範として取り入れられることによって、シンボ
ルが構築される。現場では構築されたシンボルが実施されていくことによって、クラン及
びバリューが作り上げられ、循環してシンボルの適正性を確保することができるようにな
ると考えられる。
報酬・俸給は、サイバネティック・コントロールによって実施される業績評価と連動す
る必要がある。そして、業績評価指標に変化が生じた場合には随時適応していくことが求
められると考えられる。
(3) 管理的コントロールにおける組織学習が文化によるコントロールに与える影響
管理的コントロールは組織構造などの組織全体に関連するものであり、日常的に行われ
る組織学習とは関連性が薄いと考えられる。しかし、企業経営を行っていくことで得られ
る情報から組織学習が行われることによって、どのような組織形態が現状の経営環境にお
いて望ましいのかについて、トップ・マネジメントに検討させる情報を提供することがで
きる。また、組織形態のみならず、どの程度現場に権限委譲すべきなのかに関して随時検
討が行われていくことによって、現場が実務を行っていく上で本当に必要な権限のみを委
譲することが可能となる。この組織学習プロセスによって、現場が最も効率的であると考
える業務を実施することが可能となり、文化によるコントロールにおいて望ましいクラン
とシンボルが確立されると考えられる。
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第５章 結論‐本論文での考察結果と今後の展望‐
本論文では、全 4 章にわたって、企業文化と MCS の関連性に関して考察を行ってきた。
本論文の全体としての結論は、「企業環境の変化に対して、企業文化は絶えず変革する必要
があり、MCS はその変革を促進するように構築される必要がある」というものである。
この結論を導くために、本論文では、企業が長期的に存続していくためにはどのような企
業文化を有することが必要なのかということに対して焦点を当てた。また、企業文化は企
業そのもの及び企業が有する MCS に対してどのような影響を与え、どのような相互関係
を有するのかという事を明らかにすることも焦点に当てた。
企業文化と MCS の関連性に関して明らかになったことは、MCS の機能を十分に発揮さ
せるために、適切な企業文化の構築及び維持が重要となるという事である。京セラのケー
ス全体を通してみることができるのは、厳格なコントロール手段から構築されたコントロ
ール・パッケージを機能させるためには、企業文化による下支えが非常に重要であるとい
う事である。反対に、陳腐化した企業文化によって構築された文化によるコントロールは、
組織の硬直性を生み出してしまい、計画、サイバネティック・コントロール、報酬・俸給、
管理的コントロールの機能の有効性、効率性を喪失させることを引き起こすと考えられる。
過去の成功体験の存在は非常に大きなものであるが、企業文化を陳腐化させ、コントロー
ル・パッケージそのものを陳腐化させる恐れがあることをマネジャーは認識する必要があ
ると考えられる。
そのような企業文化の陳腐化を防止し、常に環境に適応した企業文化を構築し続けるに
は、組織学習を活性化させ、組織全体として変化に適応する必要がある。そのために組織
学習に求められることは、新しい情報を享受し続けられるようにすることである。コント
ロール・パッケージにおいて考えると、計画、サイバネティック・コントロール、報酬・
俸給、管理的コントロールを実施していく中で、フロント・ラインから上がってくる情報
の有用性をマネジャーが認識することが必要である。そして、各コントロール手段から得
られた情報から統一性を見出し、公式化することによって、組織全体に適応させることが
重要となる。この適応の仮定において、クラン、バリュー、シンボルの 3 つの観点から構
成される文化によるコントロールを組織構成員に浸透させていくことが必要不可欠である。
つまり、組織学習によって得られた情報から作られるツールと、ツールを下支えする企業
文化の浸透させることの両方を行うことが重要となるのである。
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以下、各章ごとに本論文について概観する。考察を行うためにはまず初めに、本論文で
考察の対象となった企業文化と MCS について明確に定義付ける必要があった。本論文で
は、先行研究を取り上げ、その中から類似性を見出し、シンプルに定義付けることを目標
とした。結果として、企業文化は、企業に共有されている価値観や行動規範であると定義
付けた。また、MCS は、本論文では、Merchant and Van der Stede (2011 p.6)の「MCS
は、従業員の行動や意思決定の実行を確実にするために、組織の目的や戦略によって構成
される、マネジャーが実行するすべての計画やシステムを含むものである」という定義を
用いた。企業文化の構成要素は、先行研究においてもどのような研究手法を用いたのかに
よって大きく異なってくるが、最終的には Malmi and Brown (2008)の文化によるコント
ロールのクラン、シンボル、バリューの 3 つの中に分類することを行った。このことから、
先行研究ごとに企業文化の構成要素の呼称は異なってくるが、その中でもある一定の類似
性を見出すことができたと考えられる。この分類を行っている中で課題と考えられたのが、
先行研究においてどのように検証が行われるかによって、抽出される企業文化の構成要素
の性質に偏りが発生しまうという事である。この課題に関しては、随時注意する必要があ
ると考えられる。
第 3 章では、衰退する企業文化を取り上げたが、これは Peters and Waterman (1982)
に挙げられていたエクセレント・カンパニーの一部が、現在では衰退しているケースも見
受けられたことを始点としている。かつてエクセレント・カンパニーであった企業が衰退
してしまった原因の 1 つとして、企業文化の衰退が原因となっているということを考察し
た。企業文化の側面から考えら場合の結論として、企業文化が外部環境の変化に対応して
いないことが、企業衰退につながるということを明確にした。
では、どのような企業文化を有することが企業の長期的存続につながるのかという事に
関しては、Kotter and Heskett (1992)における「環境に適応する企業文化が高業績を生む
理論」が該当すると考えた。現在の変化の激しい市場環境において企業が硬直的なままで
あることは、企業の長期的存続を困難なものとしてしまう。そのためには、企業文化も、
企業の外部環境の変化に対して、柔軟に対応する必要があると考えられる。企業文化の環
境変化に対する適応類型に関しては、Miles and Snow(1978)の戦略に関するモデルを類似
適応して検討を行った。企業がどの適応類型を選択するかに関しても、既存の企業文化が
関連してくることが明らかにされた。また、環境に適応した企業文化の組織全体に対する
浸透を図るためには、トップ・マネジメントのみならず、ミドル・マネジメントも重要な
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役割を果たす必要があることも重要であると考えられた。
第 4 章では、企業文化が作り上げられるプロセスとして、組織学習の側面から考察を行
った。企業の創生期などには、トップ・マネジメントが有する価値観や行動様式が、想像
される企業文化に対して強い影響を与える。しかし、一定期間経過した後の企業文化は、
トップ・マネジメントのみならず、フロント・ラインの従業員からの影響も受けることと
なる。フロント・ラインの従業員は、現場に最も近い組織構成員であるので、企業の外部
環境の変化にも敏感である。そのため、フロント・ラインの従業員が創造する企業文化を
取り込むことは、企業全体としての企業文化が環境に適応する可能性を向上させると考え
られる。そして、企業が MCS を構築する際には、このプロセスの重要性を理解し認識し
たうえで、行っていく必要がある。
ここまでで、各章に関して各々振り返ったが、これらを時系列に沿って考えていくこと
によって、環境変化に対応する企業文化の構築と、企業文化変革を促進するための MCS
はどの様に構築されるのかを明らかにする。時系列の流れとしては、企業文化の陳腐化の
認識、組織学習による対応、文化によるコントロールに対するフィード・バック、他のコ
ントロール手段に対する変化の反映となる。MCS パッケージにおける各コントロール手
段を実施している際に、外部環境との不整合を認識することによって、企業は企業文化の
陳腐化を認識することとなる。その不整合に対して、企業文化を環境に適応させるために
はどの様な行動を取るべきなのかを考える組織学習が実施され、暗黙知などを通して環境
に適応した企業文化が個人レベルから構築されることとなる。そして、組織レベルの学習
に伴い、文化によるコントロールとして公式化されるようになる。最後に、文化によるコ
ントロールが、MCS パッケージにおける他のコントロール手段に対して影響を与え、変
革を促すことによって、MCS パッケージ全体として、外部環境の変化に対応することが
可能になると考えらえる。
流れとしては、以上のものとなるが、個別項目ごとにはどの様にすべきなのかについて
検討する。
最初の企業文化陳腐化の認識に関しては、過去の成功体験が現在の経営状況に対して有
効なものであるかどうかを検討することを行うべきである。この検討の頻度は、月次など
で適時行うことが必要となる。具体的には、過去の成功体験から生み出された経営方針や
業務方針が、最適であるかどうかを常に考察することを意味している。この適時の考察に
よって、企業にとって最適と考えられる業務が実施されている場合には、企業文化に関し
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ても陳腐化は発生していないという認識をすることができる。一方で、最適な業務が実施
されていないにも関わらず、変革を実施しない、もしくは望まない場合には、企業文化に
おいても陳腐化が生じていると認識することができる。つまり、企業文化の陳腐化が生じ
ているかどうかに関する認識が、企業文化の変革への原点となるのである。
そして、企業文化の陳腐化が生じていると認識された場合には、組織学習を強調する必
要があると考えられる。強調する必要があるとしたのは、平時であっても現場などでは組
織学習が実施されているため、企業文化の陳腐化が生じた場合にのみ組織学習が実施され
るわけではないという事を明確にするためである。この組織学習の段階においては、なぜ
過去の成功体験に固執したのかという原因分析から始めるべきであると考えられる。原因
の具体例としては、慣れ親しんだ業務であり、今更新しいことを始めるのは手間であると
フロント・ラインが考えた場合などが挙げられる。この原因を明確にすることによって、
組織構成員の中に企業文化を陳腐化させる原因として、学習結果が蓄積され、同様の原因
発生の可能性を軽減することが期待できる。また、組織構成員個人にそのような知識が蓄
積されることで、個人レベルから集団レベル、そして組織レベルへと学習結果が共有され
ていくので、形式知として企業文化の陳腐化の原因を共有することができるようになる。
原因分析における組織学習と同様に、対応策に関する組織学習も同時並行で行われる必要
がある。また、対応策を導入している段階では、効率性の低下に対してある程度は組織全
体として許容する体制を持つことも必要とされる。これは、組織全体として厳格な目標を
持つことも大切だが、厳格な目標が変革に対する阻害要因になることを防ぐ必要があるた
めである。
組織学習を通して生まれてくる価値観や行動規範を通して、新たに創造される企業文化
を、文化によるコントロールに落とし込み、文化によるコントロール自体も変革していく
必要がある。当然のことのようだが、企業内の企業文化と文化によるコントロールの間に
整合性が取れていない場合、望ましい結果をもたらさないといえる。そのため、企業文化
と、文化によるコントロールの間の整合性を確保することが必要となる。このためには、
第 2 章第 2 節で列挙した企業文化の構成要素など用いて、企業文化と文化によるコントロ
ールをそれぞれ分解し、比較検討を行うことで整合性の確保に関する検討を行うことがで
きると考えられる。ただし、文化によるコントロールはコントロール手段であるので、構
成要素の分解を行うことは比較的可能であるが、実際の企業文化の構成要素を分解するこ
とは非常に困難である。企業文化の構成要素の分解に関しては、企業文化に関する社内ア
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ンケートなどを通じて、企業文化の特定を行っていくことから始める必要があると考えら
れる。また、その結果に関しても定性的なものであることに関して考慮する必要もある。
最後に、企業文化の変革プロセスを通して作り上げられた文化によるコントロールを、
他のコントロール手段に落とし込む作業を行うことで、企業文化の変革プロセスの１サイ
クルが終了となる。他のコントロール手段に対する落とし込みにおいては、文化によるコ
ントロールを、クラン、バリュー、シンボルの３つの観点に分解し、その内容の反映を行
う。この変革の反映に関しては、どのような価値観や行動規範をもとにして変革が行われ、
どの様にコントロール手段が変化したのかを組織構成員に明示する必要がある。これは、
変革の内容を適切に理解させることが、企業文化変革において重要な事であるためである。
あくまでもコントロール手段は、形式面のことであり、組織構成員そのものに対して企業
文化が与える影響ほど、大きな影響は受けないと考えられる。一方で、企業文化は組織構
成員に対して多大な影響を与えるので、組織構成員による適切な理解が、コントロール手
段の運用に寄与すると考えられる。どのような企業文化の変革をもって、MCS パッケー
ジが変革したのかを明確にすることが、この段階では重要となる。
以上のプロセスが、企業文化変革へのアクション・プランと論文執筆者は考える。
最後に、論文執筆者が考える企業文化変革へのアクション・プランの概念図を次の図表
37 で示す。
図表 37：企業文化変革へのアクション・プランの概念図
この 3 層構造によって、企業文化変革へのアクション・プランは動くものと論文執筆者
は考える。
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本論文の限界としては、あくまでも企業文化の影響に関して文献上での考察を行ってい
るため、企業文化と MCS の関係性に関して長期的な実証研究を行っていないという点に
ある。企業文化という要因を検討するには、長期的な検証が必要とされる。この限界点に
関しては、今後職務につくにあたり、意識して検証を行っていきたい。
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